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 午前 ９時００分 開  議 

 

○海老名 悟議長 おはようございます。 

  ただいまの出席議員21名であります。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の会議は議事日程第２号により進めます。 

 

 

 

日程第１ 一般質問 

 

○海老名 悟議長 日程第１、一般質問を行います。 

  順次発言を許可いたします。 

  一つ、政治と行政の宿命である福祉、14番鳥海

隆太議員。 

  〔１４番鳥海隆太議員登壇〕（拍手） 

○１４番（鳥海隆太議員） 皆さん、おはようござ

います。きょうから一般質問が始まるわけです。

そのトップバッターとして、一新会、鳥海隆太が

壇上より質問をさせていただきたいと思います。 

  まず、質問に入る前に、この４年間、市民の皆

様の足元でともに活動してまいりました。そして、

その中で期待をしてくださった市民の皆さん、そ

して仲間、支援者、家族、このみんなに御礼を申

し上げたいと思います。ありがとうございました。 

  このたびの私の質問は「政治と行政の命題であ

る福祉」というようなことでありました。通告は

確かに「命題」になっていたのですが、どこから

か「宿命」に変わったようです。しかし、命題、

そう思ってずっと来たわけなのですけれども、変

わった文字を見ますと、宿命、これも天の啓示か

というように思うくらい重要な重い言葉だなと

いうように感じた次第でありますし、これは、こ

の場でしっかりと政治と行政にこの福祉につい

て質問するようにというようなことを必然的に

言われたのだなというように感じた次第であり

ます。 

  辞書で、辞書といいましても明鏡国語辞典とい

うのがあります。その第２版、この中で「命題」

というものは何だろうかと引いてみますと、「課

せられた問題」というようになっております。で

は「宿命」というのは何だろうかというようなこ

とを引いてみますと、「変えようがない定め」と

いうような意味であるそうです。そしてついでに

「福祉」とは何ぞやと同じ辞書で引いてみますと、

「安定した生活及び社会保障」という意味になっ

ております。 

  政治と行政の命題である福祉、宿命である福祉、

両方でいいのですが、意味を訳して置きかえて言

いますと「安定した生活及び社会保障」、これは、

政治、行政にとって課せられた問題、定められた

変えようのない問題であると。行政は市民から集

めたいわゆる富、それを再配分、その実施を行う

機関であります。富とは何かと。紛れもない税金

であります。再配分とは何かと考えると、「安定

した生活及び社会保障の配分」というような言葉

に置きかわります。市民の皆さんに安定した生活

及び社会保障を享受してもらうために政治にか

かわる者は、市民の声を聞き、声を届け、行政と

また協議し、政治に携わる者同士が議論を重ね答

えや方向を探っていく。行政は、その市民の声を

聞きながら、案を練り確実に実施していく、また

法や条例を確実に実行する機関であるわけであ

ります。 

  政治と行政の命題である福祉。その安定した生

活及び社会保障、すなわち福祉です。その福祉を

議論する前に、最近感じたことが１つあります。 

  感じている方もいらっしゃるかとは思いますが、

私は毎朝交通安全の活動で道路に立ったりして

います。その行き交う車を見ていますと、最近車

の種類が変わったなと思うわけでありまして、以

前は乗用車、これが非常に多かったなと感じてい

たのですが、最近では、早朝、それも７時過ぎあ

たりから、早いときはもう６時半から走っている

わけなのですけれども、福祉、介護、こういった

施設の車が非常に多くなってきていると。また、
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私の家の近くでもちょいちょい目にするのです

が、新築される大きな建物が、事業所といいます

か、そういうのが点々とあります。完成して何か

なというように見ると、やはり介護施設、福祉施

設、こういったものの新築が非常に多くなってき

ています。 

  なぜ多くなってきているのかなと一人で考える

わけなのですが、要するに高齢者の方が多くなっ

てきている。その中でも介護を必要とする方、自

宅で介護ができないとそういうニーズの高まり、

社会の動きだろうというように感じております。 

  総務省の統計局の数字が出ているのですが、65

歳以上の高齢者の人口は約3,100万人です。正確

に申し上げますと3,186万人というような数字で

す。日本の総人口、これに占める割合は約25％。

25％ということは４人に１人というようなこと

です。今さら申し上げる必要もないかとも思うの

ですが、これはこのまま上昇し続けていくという

ようなこと。今から10年後の平成47年、これは

33.4％にも上ってくると。どういうことかと。３

人に１人はやはりそういうような方がふえてく

る、見込まれるというようなことです。これは全

国的な平均的な数値であります。 

  気になる米沢市はどうなのか、本市はどうなの

かと見たときに、その全国的な数値よりもプラス

３％ほど高い状況であると。だから、今現在28％

くらいだというようなことであります。20年後は

37％近い数字になると。一般的に言われている、

これが少子高齢化というような現象であります。 

  この現実をまた別の投影面から見てみますと、

労働人口、生産人口、この部分が減ってくるとい

うような状況です。そういった人口が減ると非常

に生産性が上がる。そんなわけはないですね。一

般的には生産性が下がるというような方向です。

そういうような見方が一般的には妥当だという

ように言われています。全ての産業とまでは言い

ませんが、この産業の中で、イノベーション、企

業改革、そういったものをできる企業はそういっ

た部類には入らないのかもしれない。ですが、先

ほど申し上げた結果から導き出される本市の結

果、影響はどういうことかというと、私が言うま

でもないとは思うのですが、やはり財政が厳しく

なってくる。これは説明しなくても十分御理解い

ただけるというように思います。 

  民間の会社に置きかえて考えてみますと、先ほ

ど言った状況ですね、税収が下がってくるとこう

いったのを民間の会社に置きかえて考えてみる

とどういうことかと。前提として、会社を維持す

るために売り上げは上げるか維持するかという

ような前提をすると、売り上げが下がる、右肩下

がりで将来的にどんどん売り上げが落ち込むと

そんな状況が予測できたときに、会社のとり得る

行動というのは一体何なのでしょうか。売り上げ

を上げるために、生産力を強化するか、または設

備投資を行うか、できないのであれば事業を縮小

する。それでもというときは、最終的には人員を

削減というようなところまでいくわけでありま

す。それでも間に合わなければ、あとは会社を畳

むだけと。民間であったらそういうような状況で

す。 

  このような民間の話をこの行政の中に、本市に

置きかえて見るとどういうような言葉になるで

しょうか。生産力の強化とは、税収を上げるため

の施策の強化、そういうことになります。その設

備投資とは、税収を上げるための設備に投資する

こと、そういうことになります。事業の縮小とは

どういうことになるのでしょうか。考えられるこ

ととして申し上げると、例えばなのですが、除雪、

毎日来ていたのだけれども、入られなくなるから

３分の１ぐらいに減らさせてもらうかなと。例え

ばごみ収集、週に何回、ほぼ毎日に近い回数入っ

ていますけれども、これを週１回にしてもらう。

また、24時間じゃないですけれども、ほぼ通年に

わたって火葬場開いているわけなのですが、これ

を開くのを週１回にしようと。例えば道路、市道

認定もうやめようと。新設もやめようと。補修も
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やめようと。今までやっていたのを10分の１にし

ようと。そのように、例えばという例で申し上げ

ました。このように、本市が存続できる程度の内

容に抑えざるを得ないと。市民の皆さんの間では

そういった危機感がひそやかにささやかれてい

る状況であります。 

  冒頭で申し上げました「政治と行政の命題、宿

命である福祉」について、本市はどのように市民

に対し安定した生活及び社会保障を行っていく

のか。また、その福祉の特定、考え方、これを答

弁を求め、壇上よりの質問とさせていただきます。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの鳥海隆太議員の御質

問にお答えをいたします。 

  御質問のように、政治や行政の役割は市民の生

命、財産を守ることが原点であり、地方自治法に

おいても、地方公共団体は住民の福祉の増進を図

ることを基本として、地域における行政を自主的

かつ総合的に実施する役割を広く担うものと規

定されております。 

  市民は、生命、財産の保全、公共の福祉の向上

などの達成のため「税金」という財産を自治体に

信託し、自治体は、市民が安心・安全で幸せに暮

らせるまちを目指し、さまざまな施策を通して行

政運営を行っております。 

  議員が述べておられる「福祉」を実践していく

には、今後ますます進む人口減少、高齢化社会に

対応し持続可能なまちづくりを行っていく必要

があります。 

  このことから、今後力を入れて取り組むべき政

策の１つ目としては、若い世代が安心して子供を

産み育てられ、高齢者や障がい者が住みなれた地

域で生きがいを感じながら暮らし続ける環境整

備を行う、子育てと健康長寿を支えるまちづくり

です。 

  ２つ目は、人口定住に結びつく持続可能な経済

活動の実現に向け、先端技術産業を初め本市の多

様な産業の発展とともに、新しい産業や雇用を生

み出していく、人もまちも挑戦し続ける活力のあ

るまちづくりです。 

  ３つ目は、本市の持つ豊かな教養を育む環境と

城下町としての歴史と文化を積極的に活用し、本

市の将来を担うことができ、さまざまな分野で活

躍する人材が育つ、教養と文化のまちです。 

  ４つ目は、環境に優しいまちやコンパクトなま

ちづくりを進め、景観等の保全、交通機関等の整

備を図り、自然と都市の魅力が調和し、にぎわい

と交流を促進するまちづくりです。 

  ５つ目は、防災、防犯への備えを強化するとと

もに、冬期間の円滑な市民生活が送れるよう雪対

策に取り組むことにより安心・安全に暮らせるま

ちづくりです。 

  ６つ目は、市民一人一人の活力を地域づくりに

発揮できる協働によるまちづくりを推進すると

ともに、健全な財政基盤づくりと多様化する市民

要望に的確に対応した行政サービスを提供でき

る体制づくりを行いながら、広域的な連携を図る

持続可能なまちづくりです。 

  いずれにしましても、市民の生命、財産の保全、

さらに公共の福祉の向上の達成のためには、各施

策の連携を図りながら多面的かつ総合的な取り

組みを具体的に行っていく必要があると考えて

います。 

  以上です。 

○海老名 悟議長 鳥海隆太議員。 

○１４番（鳥海隆太議員） 今の答弁をお聞きいた

しますと、行政は全てにおいて福祉を行うために

存在すると認識いたしました。今市長がおっしゃ

ったことは当然であり、別に否定するものでもあ

りません。福祉の中でいろいろおっしゃられたわ

けなのですけれども、これが妥当かどうかは別と

いたしまして、今、町なかで建設されている図書

館、これも福祉に当たるわけかなと思います。安

定した生活及び社会保障、こういう観点からする

とやはり福祉に当たってくるのだろうと思いま
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す。 

  今おっしゃった以外にももしかすると将来的に

違う内容のもの、しなければいけないもの、これ

が発生するかもしれないのですが、最初に申し上

げた、行政はやはり全てにおいて福祉を行う実行

していく機関、これをもう一度確認したいのです

が、いかがでしょうか。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 結論としてはおっしゃっている

ようなとおりになると思います。ただ、今御質問

の中に新文化複合施設の話がありましたが、先ほ

ど答弁いたしましたように、教養と文化のまちづ

くりというのも、結局はそこで人が育って、人が

育ってまちを支えて、まちを支えるということは

どういうことかというと、福祉につながっていく

ということになっていきますので、そういう広い

意味でおっしゃっているとおりだと思います。 

○海老名 悟議長 鳥海隆太議員。 

○１４番（鳥海隆太議員） 人を育てると。何のた

めにというようなことを考えると、やはり福祉に

つながるというようなことでありますし、やはり

行政は、福祉、これを遂行していくために、市民

に戻していくために行う機関であるというよう

に感じるわけであります。 

  では、その福祉、絵に描いた餅にならないよう

にしっかりとした計画が私は必要になってくる

のじゃないかなというように思うのですが、その

計画はいかがになっているでしょうか。 

○海老名 悟議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 本市としましては、最上

位計画、３月の定例会でも議決をいただいたとこ

ろでございますが、まちづくり総合計画でござい

ます。現在の計画につきましては今年度までとな

っておりますので、28年度から10年間というよう

なところで、基本構想・基本計画というようなと

ころで、ある程度長期的なビジョンを見据えまし

てその計画を策定中でございます。９月定例会の

ほうにはその計画内容を議決をいただきたく上

程をさせていただく予定でございます。 

○海老名 悟議長 鳥海隆太議員。 

○１４番（鳥海隆太議員） 計画があるというよう

なことでした。ちらっと私も拝見させていただい

たんですが、いろいろな計画があるようです。そ

の計画、具体的なこのような市に持っていくとか、

こういうような市を目指すというようなところ

がいまいちはっきりわからないなというような

ところがあったわけです。 

  そういったように計画を立てていく、そういう

ような認識まで持っておられますし、とすると、

福祉というようなものは基本的に間違いなく税

金で維持されているわけでありますね。その税金

はどこから徴収されてくるかといいますと、やは

り活動している住んでいる人、そういう人から徴

収されてくるわけですね。市が市民にまず余裕が

ないとその税も徴収しにくくなるというような

ことです。その余裕がどこから生まれてくるかと

いいますと、やはりその納める側の所得、こうい

ったところから生まれるわけですね。所得がどこ

から発生するかといいますと、やはり働いている

ところ、対価を得る場所というようなことになっ

てくると思うんですね。 

  そういうようにずっと考えていきますと、かけ

離れた話にも聞こえるわけなのですけれども、で

も今説明したように、実は根本にはこれがある。

それは何かというようなことは、やはり働く場所、

そういった対価を得るために活動する場所とこ

ういったところが必要になってくると私は思う

わけでありまして、そこまでは計画には入ってい

るのか。また、入っているとしたら具体的にどう

いうような部分を目指していくのかと、その部分

をお聞きしたいと思います。これは、やはり市民

の福祉、これを確実に実行するため。まさか当局

のほうで鉛筆なめなめ書いているとそういうよ

うには思いませんが、市の役割自体が福祉という

ような認識をお持ちであればそこまでしっかり

と書かれていることだと思うわけなので、質問し
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たいと思います。 

○海老名 悟議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 総合計画の中におきまし

ては、やはりさまざまな行政の柱がございまして、

その一つの大きな柱については産業を振興する

というものがございます。議員おっしゃるとおり、

市民の方の所得というものに直接つながるとい

うようなものでもありますし、持続可能なまちづ

くりをしていくための人口定住にも大きな関連

を持つというようなところで、その中では、施策

として米沢市の進む方向性については総合計画

の中でもきちんと明記をさせていただく予定で

ございます。その産業振興とかになりまして個別

の内容となりますと、おのおのの個別の計画にや

はり委ねていくと。その中で具体策をきちんと計

画を立てて、産業の中で例えばこういうものをや

るとかそういうような流れになるというような

ところでございます。 

○海老名 悟議長 鳥海隆太議員。 

○１４番（鳥海隆太議員） 私は、やはり福祉、市

のサービス、そういったものは全て根幹にはそう

いう税収の上がるところ、これが必要になってく

ると。逆から言うと、これがないとなかなか市が

成り立っていかない。経世済民というような言葉

がありますが、まさにそのとおりだというように

思うわけであります。 

  今部長が説明を若干なさったようなのですけれ

ども、ではお聞きしますが、その産業・商業振興、

本市はどこを何に向かって持っていきたいとい

うようにお考えなのでしょうか。なぜ聞くかとい

いますと、やはりいろいろなものを見ましても、

以前見ましたのは工業振興計画、こういったもの

もありますけれども、なかなか具体的には書かれ

ていない状況ですね。ここを具体的に書かなけれ

ばいけないわけなのですが、もうちょっと踏み込

んだお考えを市長でも部長でもどちらでも結構

ですのでお聞かせいただきたい。 

  なぜなら、やはりつい最近、本市においては本

当は赤字なんじゃないか、いや黒字だというよう

な話もあります。そういった状況の中で、やはり

これはしっかりとこの場所で聞かなければ、これ

から先、市民にもっと負担を与えてしまうことに

なる。私はそういう思いからこれを質問させてい

ただきたいと思います。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 産業振興の重要性について御

質問がございました。議員おっしゃるとおり、税

収を高めていくためには、やはり経済活動を活性

化しながら恒常的に税収がふえていくというふ

うな方向性に向かっていかなければ財政状況も

改善されないというふうに基本的に認識をして

ございます。工業振興のお話もありましたが、工

業振興におきましては、山形大学と連携をしなが

ら今さまざまな、有機エレクトロニクスばかりで

はなくて大学が持っているさまざまなシーズを

もとにして事業化の芽が幾つか出てきつつござ

います。そうしたものを中心にしながら、製造そ

のものというよりも研究開発機関、民間の企業と

一体となって研究開発を行うような場を集中さ

せていきたいというふうに考えております。 

  それから働く場、これは大変重要な問題であり

ますので、従前から申し上げておりますが、企業

誘致を強力的に進めていくということと、それか

らそれだけにとどまらず創業、起業を支援してい

くことによって雇用の裾野を広げていくという

ことがこれから求められる方向性だろうという

ふうに認識をしております。 

  それから、観光については、今国のほうでも言

われておりますが、外国人の誘客体制、これを強

化していくということと、それからやはり滞在型

の観光、こういったもので滞留時間を長くするこ

とによって経済的な効果をさらに高めていく、そ

ういう観光の工夫も必要だろうというふうに考

えております。 

  それから、東北中央自動車道が開通するわけで

ありますので、これを活用した、これを好機とし
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て新道の駅の構想を持ってございますが、こうし

た取り組みによって市内の経済との連携によっ

て活性化を図っていくというふうな方途につい

てもこれは具体的に検討を進めていかなければ

いけないというふうに考えております。 

○海老名 悟議長 鳥海隆太議員。 

○１４番（鳥海隆太議員） 若干具体的な答弁だっ

たわけなのですけれども、やはり本市においては

研究機関、山大工学部なりそういったところと手

を携えていくというようなことは、これは必然的

なことというように考えるわけです。 

  世の中の流れを見ますと、労働集約型、こうい

った業というのはだんだん成り立たなくなって

きていると。でも、中には海外から戻ってきてい

るというような仕事もこの本市においては存在

するわけであります。こういった部分をどうやっ

て伸ばしていくか。また、先ほど出たいわゆるイ

ノベーション企業、こういった産業をどうやって

育てていくのか。例えば世界的な企業であるアッ

プル、りんごのマーク、コンピューターのですが、

この会社自体では生産拠点は持っていないわけ

ですね。外部委託していると。アウトソーシング

ということなのですが、ではアップル自体は何を

やっているのかというと、やはり研究開発なわけ

なんですね。そういった世界的な企業、日本の中

にもたくさんあるわけなのですが、そういった研

究開発こそが、やはり本市米沢市において生き残

っていくものの一つなのかなというように感じ

るわけでありますし、これは本市でもどんどん研

究していただきたいなと思うところです。 

  あと、また産業で隆盛を図っている、隆盛があ

るところというとやはりエネルギー産業ですね。

エネルギーといっても、じゃあ米沢は何があるん

だというようなところなんですが、それはいろい

ろと考えていかなければいけないことだという

ように思います。全く考えないのではなくて、や

はりそういう芽があればどんどんいろいろなこ

とを進めるべきかなと。起業を促進させると。そ

ういったものをどんどん市民の中でもそういっ

た気持ちを持ってもらうように方向性をつくっ

てあげなければいけないというように思うわけ

であります。 

  また、以前は基幹産業でありました米織という

ような産業があります。大分小さくなってきてい

ると。私の家の近くにもいろいろ何軒かあったわ

けなのですが、姿を消したりいたしました。姿を

消しただけではなく、米織の中の技術も消えてし

まうわけですね。これはもう何百年と続いてきた

ものに対しては非常にもったいないなと感じる

次第でもありますし、その業界の中にもこれをど

うにか継承させたいというような思いもあるよ

うです。ちょっと新しくはない産業かもしれませ

んが、地場産業であるこの米織、これをうまく守

ってこそ、次に開ける道も出てくるのではないか

なというように感じる次第であります。 

  つい最近では鶴岡のスパイバーとか繊維の新し

い形が出て操業し始めたわけなのですが、それに

追いつけ追い越せというようなことを目指して、

ぜひまず米織の技術の集積を図ったらいかがか

なというように思うわけでありまして、かつその

技術の集積が図れる場所があれば研究開発も同

時にできて、もしかするとそこから新しい芽が生

み出されるそういった可能性も私はあるのでは

ないかと。また、業界の中からもそういう話も少

なからずやあるというように考えます。いわゆる

技術の伝承センターとか研究開発センターとも

言うべきもの、これが米沢の将来の一端というよ

うな形になるのではないかなというように思い

ます。 

  世界的な経済の学者、ピーター・ドラッカーと

いう人がおります。このピーター・ドラッカーが

簡単に富をふやす方法という話をしておりまし

た。方法は３つ、ないし４つ、５つあるかもしれ

ないのですが、まず３つ。１つは、資源を生かし

ていくこと。１つは、知識を生かしていくこと。

１つは、技術を生かしていくこと。これを生かし
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ていけば富はふやせるというようなことを言っ

ておられました。 

  そういう観点から言っても米沢で工学部、これ

を生かすことは理にかなっているというように

思うわけでありますし、先ほど申し上げた米織の

技術の集積なんかはうってつけじゃないかなと

いうように考えるわけでありますが、いかがでし

ょうか。こういった提案をしているわけなのです

けれども、まずはどんな形でもいいから技術を集

積していく。どんな業でもそういう場所があれば

将来的な展望が開けるわけでありますので、いか

がでしょうか。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 議員おっしゃるように、米織

については、米沢の基幹産業として長い伝統を持

っているわけであります。ただ、伝統だけではな

くて多種多様な工程における技術がございます。

一つのその技術伝承センターの建設をというふ

うな御提案でありましたが、これについてはなお

検討させていただくことになろうかというふう

に思いますが、１つとしては、地域内、さまざま

な米織関係の工程の技術、しっかりしたものがあ

りながら、それが一つの一貫生産、域内一貫生産

というところまでなかなかいかないというふう

なところも一つ大きな課題なのではないかなと

いうふうに捉えております。そういう動きが活発

化してくる、そういう仕組みづくりができ上がっ

てくれば、またもう一度米織に対する注目度とい

いますか、そういうものも変わってくるのではな

いかなというふうなことも考えておりますので、

さまざまな取り組みの手法について研究をさせ

ていただきたいというふうに思っております。御

提案として受けとめさせていただきます。 

○海老名 悟議長 鳥海隆太議員。 

○１４番（鳥海隆太議員） 部長、何か勘違いされ

ておるようなのですけれども、この現状、黒字、

黒字と言っておきながら実は赤字だというよう

な現状を我々もよく理解しているわけなのです

けれども、そういった市の財政状況の中で何とし

てもそれを建設しろと言っているわけではなく

て、まずは、建設よりも先にそういった技術の集

積、こういったものを図るのが先なんじゃないか

というように申し上げているわけであります。市

の財政状況、貯金から取り崩して賄っている。こ

れは非常に理解しているところでありますので、

その辺はお間違えのないようにしていただきた

いなと思いますが、御理解いただけましたでしょ

うか。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 わかりました。建設投資とい

うふうな話ではなくて、米織のそれぞれの技術を

振興できるようなそういう取り組みを今後とも

継続をしながら、技術がなくなってしまうという

ことのないように集積を図っていきたいという

ふうに思っております。 

○海老名 悟議長 鳥海隆太議員。 

○１４番（鳥海隆太議員） なぜその技術が先に必

要なのか申し上げますと、産業、何でもそうなの

ですけれども、やはり物に人が集まってくるので

はなくて、そういった知識に人が吸い寄せられて

くるというように私は思うわけでありまして、簡

単な話、研究者が人より卓越した技術を開発した

と、そういうようなものがあれば企業なりいろい

ろなものがどんどん、その技術を習得したいな、

また吸収、役立てたいなというようなことをどん

どんマグネット効果みたいなので集まってくる

わけなんですね。これは世界的に見ても、この日

本国内においても同じでありまして、これの最た

るものが産業クラスターというようなものだと

思うわけでありまして、だからこそそういった知

識をまず集中、まとめるべきだと、技術を集約さ

せるべきだというように申し上げているわけで

あります。 

  そういった産業の振興が進めば、集積が図られ

ればそこに人が集まってくるわけですから、少子

高齢化はストップしますと、そこまでは言いませ
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んけれども、若干のブレーキ効果というようなも

のが出てくるのではないかなというように思い

ますし、また若い人にとっても選択肢というよう

なもの、未来があらわれてくるわけですから、今

まで東京に未来を求めていた、大都市に未来を求

めていた人たちの若干が米沢市においても未来

を求め始めるのではないかなということであり

ます。 

  最初は質問内容を通告でお伝えしたのが「政治

行政の命題である福祉」というようなことであり

ました。やはり福祉を守るというようなことはど

ういうようなことかと。福祉というものは、社会

保障だったり、安定した生活、こういったものを

申し上げたわけなのでありますが、それがやはり

行政の全てでありますし、政治もそこに向かって

いかなければいけないというように思うわけで

ありまして、やはりそれを維持するためには何が

必要なのかと。やはり足元の土台がしっかりして

いないと支える人たちがしっかりしていないと

上で掲げた福祉が崩れてしまう。こういったとこ

ろから産業の話までさせていただいたわけであ

ります。 

  将来的に非常に税収なりそういったものが厳し

いというようなところは十分わかるわけなので

ありますが、この間、広報でもおっしゃったよう

に、この数年間の間でそういった目鼻をはっきり

とつけなければ非常に大変なことになると。黒字、

黒字が赤字、赤字になってしまうと。もう黒字で

あるというようなことが通らなくなってしまう

というように私は考えて、やはりこの時期に、こ

の福祉というような言葉を切り口として本市の

足元をしっかりと固めてもらう必要があると、そ

ういったところから質問に至ったわけでありま

す。この質問中の中で提案もさせていただきまし

たので、どうかその辺を当局の皆さんはお酌み取

りいただいて、今、市民にとって何が必要なのか、

こういったところをはっきりと明確に示しなが

ら考えていただきたい。そういったことであれば、

我々も一生懸命知恵を絞りながら、汗をかきなが

ら進んでまいりたいとそういう気持ちになると

思います。 

  今回の一番最初の質問は福祉というようなもの

を切り口とさせていただきました。次回は福祉で

はないかもしれませんがまたそのような観点か

ら、市の行く末を思うというような観点から根幹

にかかわる質問をさせていただきたいと思いま

す。 

  以上です。 

○海老名 悟議長 以上で14番鳥海隆太議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午前 ９時４９分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１０時００分 開  議 

 

○海老名 悟議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  次に進みます。 

  一つ、統一地方選挙を振り返って、16番山村明

議員。 

  〔１６番山村 明議員登壇〕（拍手） 

○１６番（山村 明議員） おはようございます。

またこの壇上に戻ってくることができてほっと

しております。皆さん、新選良として新たに議席

を得られた方、そして引き続き議席を得られた方、

いろいろおられると思いますが、今回は我々にと

って一番かかわりの深い選挙についてをちょっ

と通告をしてみました。 

  第18回統一地方選挙が４月に終わりました。選

挙管理委員会の皆様初め当局の皆様、大変御苦労

さまでした。これからは選挙の統計やデータ整理

や記録の作成に入っておられまだお忙しい中で

はありましょうが、忘れないうち余韻の残ってい

るうちに選挙への質問をさせていただこうとい
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うふうに思ったところであります。 

  参議院の選挙制度の見直しが、１票の格差是正

問題があり、来年の参議院選挙を控えいよいよ成

案を得なければならなくなってまいりましたが、

少々の手直しでは済まない大きな議論に立って

いることを改めて感じざるを得ません。 

  日本創成会議から出された人口減少等、自治体

の消滅可能性の問題が、それぞれの自治体の将来

可能性について、統一地方選挙が率直な意見交換

を行う機会だったのではないでしょうか。 

  地方では人口の高齢化と若者の減少が進み、そ

れを長期的な視点から自治体の将来展望の根幹

にかかわる問題と捉えなければなりません。人口

問題や社会保障制度、そして消滅可能性のある自

治体が過半数に近いというショッキングな指摘

がなされ、地方自治や地方分権が何だったのか厳

しく問われる中での統一地方選挙だったのでは

ないでしょうか。 

  米沢市の市議会議員の新選良を地域別に見ます

と、市街地では、北部地区４名と最多であり、南

部地区はおられない。中部２名、西部３名、東部

２名であり、周辺では松川地区２名、上郷地区２

名、窪田地区２名で、山上地区と六郷地区にはお

られない。ほか７地区は１名ずつという状況にな

っております。 

  質問に入ります。 

  （１）立候補について。 

  立候補できる被選挙権者となれる条件とは何な

のでしょうか。昨年12月14日に行われました第47

回衆議院選挙に立候補されて、その後このたびの

県議会議員選挙に立候補された方がおられまし

たが、対して、このたびの県議会議員選挙に出ら

れた方が続いて行われた市議会議員選挙に出る

ことはできたのかどうか。立候補のできる場合と

立候補できない場合があるようですが、どのよう

になっているのかお伺いします。 

  （２）公共施設の利用について。 

  選挙告示後に本市の各地区コミュニティセンタ

ーなどの公共施設を使って個人演説会などを催

すときは、開催の２日前までに選挙管理委員会に

申し出なければならないとなっていたと思いま

すが、さらに公共施設などの利用の申し込み予約

は選挙告示後でないと予約できないのではない

でしょうか。どうも我々立候補する側からすると

ふぐあいを感じますが、どうでしょうか。 

  （３）投票について。 

  本市の投票所の箇所数と近年のその推移と、本

市の有権者数の近年の推移をお聞きいたします。 

  このたびの市議会議員選挙における投票数と投

票率はどんな状況だったのでしょうか。 

  それから、期日前投票と夜間の投票率について

質問をいたします。 

  （４）開票について。 

  投票と開票の従事者は何名ぐらいの職員の方が

携わっておられるのでしょうか。 

  今回の投票総数は４万366票、そして有効投票が

３万9,902票だったというふうに思いますが、法

定得票と供託金返還について、今回の米沢市議会

議員選挙での法定得票のラインと供託金返還の

得票ラインは何票だったのでしょうか。 

  （５）欠員による補欠選挙と繰り上げ補充につ

いて。 

  欠員による補欠選挙と繰り上げ補充の規定と、

その兼ね合いはどうなっているのかお伺いをし

ます。 

  （６）有権者年齢の引き下げがもたらすものは。 

  平成19年に憲法改正のための国民投票法で投票

権を18歳以上としたことによると見られますが、

選挙権を18歳に引き下げられる見通しで、来年夏

の参議院選挙から適用されそうな状況でありま

す。世界の国の投票年齢は、マレーシア21歳、日

本20歳、ブラジル16歳、イラン15歳とありますが、

世界の９割の国と地域では18歳が大勢でありま

す。若い世代が政治について真剣に考える契機と

なるのではないでしょうか。 

  これから社会保障の負担を担う若い世代の声を
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政治はもっと酌み上げる必要があり、社会保障、

雇用、子育てなど若い世代が絡む課題は多いので

あります。また、成人年齢との兼ね合いというこ

とでは、飲酒、喫煙、そして親の同意なしでロー

ン契約ができるようになれば悪徳商法の標的と

される危険性も指摘されなかなか難しい問題で

ありますが、市当局としてはどのように受けとめ、

どのように考えておられるのでしょうか。 

  以上、１回目の質問を終わります。 

○海老名 悟議長 小林選挙管理委員会委員長。 

  〔小林 栄選挙管理委員会委員長登壇〕 

○小林 栄選挙管理委員会委員長 市の選挙管理委

員会委員長をお引き受けしております小林栄と

申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

  それでは、選挙管理委員会を代表して、ただい

ま御質問ありました山村明議員の御質問にお答

えいたします。 

  まず、１点目ですが、立候補できる要件につい

てでありますが、市議会議員選挙の場合必ず備え

ていなければならない条件として、１つ、日本国

民であること、２つ、選挙期日現在、年齢満25年

以上であること、３つ、本市に引き続き３カ月以

上住所を有する者であることが挙げられます。 

  また、次に申し上げる事項のうち１つでも当て

はまった場合選挙権を失う条件があり、１つは、

禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで

の者。例えば刑務所に収監されている者や仮出獄

中の者。２つ目、公職にある間に犯した収賄罪等

により刑に処せられ、その実刑期間とその後10年

間を経過しない者またはその刑の執行猶予中の

者。３つ目、選挙犯罪によって禁錮以上の刑に処

せられ、その刑の執行猶予中の者。４つ目、選挙

犯罪、これには政治資金規制法違反等も含みます、

によって被選挙権を停止されている者。以上に該

当しないことが資格要件になっております。 

  市長選挙の場合につきましては、ただいま申し

上げました市議会議員の場合必ず備えていなけ

ればならない条件である「本市に引き続き３カ月

以上住所を有する者であること」を除いた全ての

要件が必要となります。すなわち、市長について

は必ずしも本市の住民でなくても立候補できる

ことになっております。 

  次に、県議選及び市議選への重複の立候補につ

いてでありますが、このたびの統一地方選挙は平

成26年11月27日に公布・施行されました地方公共

団体の議会の議員及び長の選挙期日等の臨時特

例に関する法律に基づき行われたわけでありま

すが、多数の地方選挙が同一期日に集中して行わ

れることになるため、選挙の執行上、特別の定め

が設けられております。その一つとしまして、臨

時特例法第５条において重複立候補の禁止につ

いて規定されており、平成27年４月12日に臨時特

例法の規定により統一して行われる選挙におい

て候補者となった者は、当該選挙区の全部または

一部を含む区域において同月26日に臨時特例法

の規定により統一して行われる選挙における候

補者となることができないとされております。 

  次に、公共施設使用の個人演説会の開催につい

てでありますが、公職選挙法の規定により、公営

施設使用の個人演説会を開催しようとする公職

の候補者は、開催期日前２日までに使用すべき施

設、開催すべき日時及び公職の候補者の氏名を文

書で選挙管理委員会に申し出なければならない

ことになっており、申し出から開催まで中１日、

時間をいただくことになっております。 

  次に、投票所の数につきましては、平成20年９

月に１カ所、田沢第３投票区の入上公民館を廃止

し、現在と同じ55カ所となり、その後増減はござ

いません。 

  有権者数の推移につきましては、平成13年６月

２日の定時登録の７万4,189名をピークにして減

少に転じ、平成26年３月２日の定時登録時におい

ては７万人を割り込み、最新のデータとなります

今月２日の定時登録においては６万9,316名とな

ったところであります。 

  続いて、投票率の推移でありますが、山形県議
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会議員選挙については、昭和58年選挙の84.91％

を直近のピークとして、その後低下を続け、この

たびの選挙においては55.8％となりました。 

  次に、米沢市議会議員選挙につきましては、こ

のたびの選挙の投票率は59.12％であり、昭和50

年選挙の90.20％を直近のピークとして、その後

低下を続けている状況となっております。 

  それから、山村議員、途中で済みません。期日

前投票の投票率も御質問でしたでしょうか。（「そ

の辺もお願いできれば」の声あり）よろしいです

か。聞かれていないのを答えたりすると大変申し

わけありませんので。恐れ入ります。 

  次に、期日前投票の投票率でございますが、山

形県議会議員選挙においては10.85％であり、米

沢市議会議員選挙においては10.72％で、このた

びの統一地方選挙における当日有権者数の１割

を超える方が期日前投票を利用したことになり

ます。 

  続きまして、夜間の投票率でございますが、山

形県議会議員選挙においては、18時から19時まで

が3.09％、19時から20時までが2.74％であり、米

沢市議会議員選挙においては、18時から19時まで

が3.50％、19時から20時までが2.83％で、投票時

間が延長された時間帯の投票率は他の時間帯と

比べて特に高いといったことではありませんが、

ある程度の有権者が投票に来られている状況と

なっております。 

  次に、法定得票数についてでありますが、公職

選挙法第95条第１項ただし書きにおいて、当選人

の決定につき当選に必要な最小限の得票数を定

めており、このたびの市議会議員選挙における法

定得票数は415.645票であり、それに達しなかっ

た候補者は１名でありました。 

  また、公職選挙法第93条第１項において、候補

者が選挙の結果一定の得票数を得られなかった

場合における供託物の没収について定めており、

供託物の没収点は166.258票で、それに該当する

候補者はおりませんでした。 

  次に、補充選挙と繰り上げ補充についてであり

ましたか。公職選挙法112条において、一旦有効

に議員または長の身分を取得した者が欠けた場

合、補欠選挙を行わないで一定の資格、要件を有

する者を当選人に補充する方法を定めており、議

員の欠員がその選挙の期日から３カ月以内に生

じた場合は法定得票数を有する者の名から、３カ

月経過後に生じた場合は同点者の中から行うと

いうふうに定められております。 

  また、補欠選挙については、原則として欠員の

数が議員の定数の６分の１を超えるに至ったと

き行うということになっております。ただし、そ

の例外としまして、議員の欠員数が法定数に達し

ない場合においても、当該選挙区を含む区域にお

いて当該選挙と関係が深い他の選挙が行われる

ことになったときは、本来なら行われないはずの

補欠選挙が行われることになり、これを便乗選挙

と呼んでおります。市議会の議員の場合には、市

長選挙が行われるときがそれに該当することと

なります。 

  最後の御質問でしょうか、選挙年齢の繰り下げ

ですね。近日中に選挙権年齢を18歳以上に引き下

げる公職選挙法改正案の成立が見込まれており、

来年の参議院議員通常選挙から実施されること

がほぼ確実となっておりますが、近年、全国的に

投票率が低下し、とりわけ若い世代では顕著にな

っており、選挙権年齢を18歳以上に引き下げるこ

とによりさらに投票率が低下するのではないか

と懸念されている状況にもなっております。選挙

管理委員会といたしましては、有権者の拡大は喜

ばしいことと考えておりますが、一方では、低投

票率への対応を十分に行っていく必要があると

考えております。 

  本市では、これまで米沢市明るい選挙推進協議

会と連携し各高校における選挙啓発講座を開催

しており、平成26年度は市内全ての高校で開催す

ることができました。今後もその実績を生かし、

各高校とも連携を強め高校における選挙啓発講
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座を進めていくとともに、国、県と連携し新たな

啓発のあり方などの調査研究を行い、投票率の向

上に努力してまいりたいと考えております。 

  以上であります。 

○海老名 悟議長 山村明議員。 

○１６番（山村 明議員） ありがとうございまし

た。順次質問を続けさせていただきます。 

  まず、立候補についてでありますけれども、３

カ月住所があることということでありましたけ

れども、インターネットで見ておって、今回、市

会議員だったと思いますが、当選された方で、住

民票は３カ月はあったのですが水道の使用料が

全くゼロであったということで、何かそのことが

問題視されて、これからそのことについてのいろ

いろ問題をどのようになっていくのかというこ

とが報道等でもされておりましたけれども、３カ

月住所があるということは、では住民票があれば

いいということであって居住の実態等とは、今回

のマスコミ報道でもその辺が取り沙汰されてい

るようでありますけれども、そこに居住している

実態というものとその住民票、その兼ね合いとい

うものはどのように捉えられることになるので

ありましょうか。 

○海老名 悟議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 それでは、私

から答弁させていただきます。 

  まず、住居の実態ですけれども、それと住民票

のある場所が一致しているということが原則と

してございます。住民票が形式的にあるといった

場合でも住所の居住実態が伴わないといった場

合、議員お述べのような問題が出てくるというよ

うなことで認識しております。 

○海老名 悟議長 山村明議員。 

○１６番（山村 明議員） それから、ただいま答

弁いただきました統一地方選挙の枠の中で、この

たびの４月の県議会に出て、その後市議会に出ら

れないという選挙法としての考え方として、統一

地方選挙のくくりという中でということのあれ

だとは思うのですけれども、その考え方として、

先ほど申し上げましたように、衆議院に立候補さ

れて県議会に出るとそういうものはいいのだけ

れども、統一地方選挙のくくりの中はだめだとい

う、その物の考え方としての根拠というものはど

のように捉えればよろしいのでしょうか。 

○海老名 悟議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 特例法でその

ようになっているというふうなことでございま

すけれども、特例法でなぜそのような規定を設け

たかにつきましては明確にこうだということは

ありませんけれども、いわゆる一般的に言われて

いる内容としましては、例えば市議会議員のほう

に立候補する意思をお持ちの方が、その前段行わ

れる県議会議員のほうに立候補をまずすると。そ

こで選挙運動をされると。その後市会議員に立候

補されるということですと、実質的に選挙運動期

間中を延ばしているような、県議の際も運動して

市議でもすると二重に選挙運動ができるという

ふうなことになってくるのではないかというこ

とが危惧されると。そういったことから、特例法

では重複の立候補はだめですよというような規

定を設けているというようなことで理解をして

おります。 

○海老名 悟議長 山村明議員。 

○１６番（山村 明議員） ありがとうございまし

た。 

  それから、公共施設の利用については、我々い

つもそうなのでありますけれども、告示をして、

告示日の日曜日、月曜日の夜の公共施設の利用が、

さあ、困った、どうするという話が、我々市会議

員レベルですとそんなにも問題はないのでしょ

うけれども、県会議員やそれより大きな国会議員、

知事選挙などではやはりこれが非常に大きな問

題となっているようでありまして、どうもこの辺

がネックかなというふうに思われます。告示日が

日曜日でありますと、月曜日はできないと。もっ

とも月曜日は各コミセンなんかは休館日のとこ
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ろが多いわけでありまして、その辺もそういうこ

となのかなというふうに思われますが、この辺、

少なくとも告示日の２日前とかという規定を外

せるようなあれというのは、これは国の選挙法の

絡みの中で不可能ということになる状況なので

しょうか。 

○海老名 悟議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 そうでござい

まして、法律のほうで決まっているというような

ことでございます。 

  まず、候補者になっていただく、いわゆる立候

補の届け出が受理されてからでないと申し込み

ができないという部分につきましては、公平なス

タート、スタート時期を合わせるといった意味合

いがあろうかと思っております。それから中１日

あけているという部分につきましては、個人演説

会場がＡ候補とＢ候補で競合するといった場合

が想定できますので、そうした場合、選管と施設、

あるいは候補者との調整を要するというような

ことからそのような規定になっているものと理

解しているところでございます。 

○海老名 悟議長 山村明議員。 

○１６番（山村 明議員） かつて電子投票という

ものが全国的にもてはやされて、米沢の市議会で

も電子投票を取り入れてはどうかという課題が

あった時期がありますが、最近、この電子投票に

ついてマスコミ報道等でも余り聞かなくなった

という感じがするわけでありますけれども、電子

投票についての現在の状況や米沢市の考え方、そ

の辺についてお聞きをしておきたい。 

○海老名 悟議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 電子投票につ

きましては、これまで全国で十数カ所の自治体で

実施されておりますが、電子投票システムの信頼

性の問題等によりまして電子投票の廃止または

休止をする自治体も出てきている状況でありま

すので、本市といたしましては、今のところ導入

については考えていないところでございます。 

○海老名 悟議長 山村明議員。 

○１６番（山村 明議員） そして投票率でありま

すけれども、このたび米沢の選挙では60％を切っ

たということで、投票率がじわじわと下がり続け

てきているわけでありますけれども、立候補する

側に魅力がないからかなという話も出てくるわ

けでありますけれども、米沢市の場合は他市町村

と比較のできる投票率というのが参議院と県知

事選挙であって、よく、かつては米沢は最下位で

あったという非常に汚名というか、山形県内の市

町村の中での投票率の順位が非常に低いという

時期があったわけでありますけれども、最近、そ

の辺、他市町村との比較の中においての米沢市の

投票率、今回も初めて60％を切って50％台になっ

たわけでありますけれども、この辺の状況につい

てはどういう状況になっていますか。 

○海老名 悟議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 市議選につき

ましては県内で６つの市において実施されてお

ります。そのうち米沢市の順位につきましては、

投票率で申し上げますと５位というふうな状況

でございました。国政選挙について申し上げます

と、衆議院議員選挙につきましては、ここ３回ほ

ど下から３番目というふうな状況が続いている

ところであります。衆議院については下から３番

目でございます。参議院につきましては、平成25

年の選挙につきましては下から２番目、その前の

平成22年につきましては35団体中27位というふ

うな状況でございました。 

○海老名 悟議長 山村明議員。 

○１６番（山村 明議員） 最下位の部門のところ

は辛うじて最下位ではなくなっているというこ

とを聞いて、選管初め当局の皆様の頑張りもあっ

たのかなというふうに思います。 

  次に、開票についてでありますけれども、今回

は、私の調べでは有権者数が６万8,281名、この

うちの有効投票数が３万9,902票ですか、こんな

数字と思っておりますけれども、実は、平成15年
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の米沢市の開票作業が非常におくれまして、最終

発表が午前２時30分となったときがありました。

このときには183名の職員を投入して、候補者氏

名読み取り機２台という当時の資料がございま

すが、このときは非常に開票作業がおくれて最終

発表が午前２時30分というふうになったわけで

ありますけれども、今回の最終の確定時間、時刻、

これについては遅くはなかったようであります

が、どんな時間だったでしょうか。 

○海老名 悟議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 ０時35分確定

というようなことでございます。 

○海老名 悟議長 山村明議員。 

○１６番（山村 明議員） これは当局の予想どお

りぐらいの時間だったのではないかなというふ

うに思います。 

  それから、選挙の投票・開票について、市役所

職員の皆様方の協力体制、これはどういうものな

のかなと。今の世並みからすると若い人たちは仕

事や残業よりも休みが欲しいというふうな若者

の声があるようでありますけれども、そういう点

で、当日は投票作業そして開票作業をやって終了

までというふうになりますと、午前６時ぐらいか

ら各投票所の設営やら、そして開票の終了までと

いうことになりますと、今の０時35分の終了とい

うことでありますので、翌日の午前１時ぐらいま

でかかるのではなかろうかなというふうに思い

ますけれども、その職員の協力体制、それからこ

ういう長時間になりますと食事や休憩というも

ののとり方というのが非常に、投票者がぞくぞく

と来られるというふうな時間帯を外したり、そう

いうところではなかなか苦慮されている面もあ

るのではないかなというふうに思いますが、いか

がですか。 

○海老名 悟議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 まず、若手職

員の選挙従事につきましては、積極的に引き受け

てもらっているというようなことで認識をして

いるところであります。いかんせん職員数が減少

している中でございますが、おかげさまで必要な

人員を確保することができております。 

  長時間にわたる選挙でありますけれども、食事、

休憩の関係でございますが、食事につきましては、

議員お述べのとおり、忙しい時間帯を外しながら

交代でというふうな形でとっております。休憩に

つきましても、交代でというようなことでどうに

か規定の時間数は休んでいただいているという

ような状況でございます。 

○海老名 悟議長 山村明議員。 

○１６番（山村 明議員） 今回の確定時間が０時

35分ということであったわけですけれども、その

職員の皆様方の作業の終了、要するに「はい、帰

っていいですよ」ということになった時間という

ものは何時ごろだったものでしょうか。 

  それと、開票の次の日は月曜日ということにな

っているわけですけれども、この月曜日の出勤体

制というものに対しては、この開票に従事された

方々についてなんかは次の日の月曜日の出勤に

対しては何か配慮というか、何かあるものなのか

どうか、その辺どうでしょうか。 

○海老名 悟議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 まず、当日の

職員の帰宅の時間につきましては、一律というこ

とではなくて、選挙の流れに従いまして、票をあ

け終わったということであればそこに従事した

職員は帰る、次に点検が終わったといいますと点

検に従事した職員が帰るということで、長時間の

勤務になるべくならないようにというようなこ

とで順次帰宅をさせているというような状況で

ございます。 

  それから、翌日の勤務体制でございますけれど

も、特に配慮はしていないと申しますか、通常ど

おりの勤務ということで対応しているところで

ございます。ただ、どうしても遅い時間になって

という職員も中にはおりますので、そういう職員

につきましては、体調の関係がありますので、年
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次有給休暇を取得して休むといった場合もある

というようなことでございます。 

○海老名 悟議長 山村明議員。 

○１６番（山村 明議員） 私も御支持いただいて

いる皆様方と開票を見守ったわけでありますけ

れども、私も眠りについたのはたしか午前２時ぐ

らいだったのかなというふうに思っております。

朝一番のお祝いの電話が６時半にありがたいお

電話をいただきまして、やはり開票作業に従事さ

れる方も大変だったのではないかなというふう

に思います。 

  先ほど夜間の投票率の割合が米沢市の場合です

と18時から19時のところで3.5％、19時から20時

のところで2.83％という数字を頂戴いたしまし

たが、このような実態からすると、投票締め切り

時間を１時間繰り上げて午後７時までとして、開

票作業を午後８時から開始すれば１時間早く済

むのではないでしょうか。今回の選挙に当てはめ

ると午後11時35分には最終確定票が決定すると

いうことになるわけであります。こういった１時

間繰り上げるということについての考えと、１時

間繰り上げると人件費で、開票従事者の日曜出勤、

残業で深夜の時間帯というふうになっておりま

すけれども、これを１時間投票時間を繰り上げる

とこの人件費等でどのぐらい節約が図れること

になるのかなというふうに思いますが、その辺は

いかがでしょうか。 

○海老名 悟議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 １時間繰り上

げた場合の削減についてでありますけれども、市

議会議員選挙における従事者の体制で試算した

場合でございますが、投・開票合わせて57万円程

度の削減になるものというように考えておりま

す。 

  ただ、投票所閉鎖時刻の繰り上げにつきまして

は、そういうふうな経費の削減といった側面はご

ざいますものの、一方で、19時から20時に投票さ

れる方の投票の機会を奪ってしまうというふう

な可能性もございますので、期日前投票制度が浸

透し当日有権者数の１割を超える方が期日前投

票を利用することを考慮したといたしましても、

現時点では全投票所を一律に１時間繰り上げる

ことについては慎重にならざるを得ないという

ように考えているところでございます。 

○海老名 悟議長 山村明議員。 

○１６番（山村 明議員） 開票従事者は、投票作

業からすると日曜日の朝早くから開票作業の深

夜遅くまでということになって、これを１時間早

く終われれば非常に従事者も助かるのではない

かなというふうに思います。今、57万円という節

約の金額が出てまいりましたけれども、我々立候

補者、そしてその陣営関係者も、１時間早く終わ

れることは、深夜の行事でもあり、健康的になり、

一挙三得ぐらいになるのではなかろうかなとい

うふうに思います。 

  たしか投票時間の１時間繰り上げを新庄市でや

っているわけで、やれないことはないというふう

に思いますけれども、検討してみる価値はあると

思いますが、いかがですか。 

○海老名 悟議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 議員おっしゃ

ったとおり、繰り上げにつきましてはさまざまな

効果があるものというふうなことでは認識して

いるところでございます。 

  新庄市が確かにこのたびの統一地方選挙で１時

間繰り上げというふうなことを新たに始めたと

ころでございます。繰り上げにつきましては、法

律では午後の８時までというふうになっており

ますものを繰り上げるということになりますの

で、理由が必要だということになりますけれども、

県あるいは国では、一律に全投票所を１時間繰り

上げるということについては理屈が立たないと

いうようなことで違法だというふうな言い方で

回答を新庄市のほうにもしたというふうなこと

でございます。ただ、では繰り上げるか繰り上げ

ないかの判断はどこがするのだといったときに、
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それはそれぞれの選管で判断すべきものという

ようなことであったということでございまして、

独自の市の選管の判断で違法とは言われている

ものの短縮をしたというふうなことでございま

す。 

  全国的にもこのような形で国あるいは都道府県

の意向には沿わない形で繰り上げているところ

はほかにもありますので、繰り上げられないとい

うことではなくて、選管で判断すればできるとい

うことは間違いないところでございますけれど

も、現時点で直ちに投票する方がいらっしゃる中

で繰り上げるということは、現時点ではなかなか

難しいのかなというふうに感じているところで

ございます。 

○海老名 悟議長 山村明議員。 

○１６番（山村 明議員） 選挙の投票時間の繰り

上げ、そして全体の作業を１時間早めるためにも

ぜひこの辺は検討していただきたいというふう

に要望をしておきます。 

  次に、開票についてでありますけれども、開票

の発表については、今は大変便利な時代になりま

して、地元有線テレビ会社の実況放送を見ており

ます。そのテレビ局のエリアは東置賜の２市２町

というエリアになっておりまして、この中で、今

回の統一地方選挙で一緒になった米沢市と川西

町の開票状況が交互に映し出されたわけであり

ます。 

  話はちょっとそれますが、日本時間で13日にカ

ナダで行われたサッカー女子ワールドカップの

日本対カメルーン戦の後に、山形県とゆかりのあ

る佐々木則夫監督のインタビューが、「はらはら

どきどきさせてしまいました」というふうなコメ

ントがありましたけれども、どうも米沢市の開票

もまさにはらはらどきどき開票であったのでは

ないかなと。比較して、川西町の開票は思いやり

開票かなというふうに思って見ておりました。こ

こに15分ごとの発表の経過がありますが、順調に

票が伸びた少数の方と順調に票が伸びなかった

少し多くの方々がありました。川西町の思いやり

開票は、前半の発表はみんな同数ずつの票数が続

き、落選された方にも優しい開票の仕方に見えま

した。米沢市の前半発表で票の伸びなかった方々

ははらはらどきどきされたことではなかったで

しょうか。予算委員会や市政協議会で鋭いきわど

い質問を浴びせて当局をいじめていた議員さん

方ではなかったかなとつい思ってしまいました。

米沢市当局の逆襲だったのではないでしょうか。 

  米沢市の発表の仕方と川西町の発表の仕方の違

いを、市当局、選管はどのように捉えておられま

すでしょうか。 

○海老名 悟議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 開票に当たり

ましては、まず意図的な思いあるいは恣意的なも

のというものは一切入っておりませんので、そこ

は御理解をいただきたいと思います。 

  開票速報の際の票の出し方でございますけれど

も、確かに議員が今おっしゃったとおり、開票の

早い段階での速報では全員同数で発表するとい

ったやり方、いわゆる並び票というふうに言って

おりますけれども、並び票方式での発表というの

もございます。本市ではそれを実施していないと。

票数も相当数あるというふうなこともございま

すけれども、いわゆる迅速性といったことを考え

た場合には、並び票方式はちょっと本当でないよ

うな方式になっているのかなというふうに感じ

ているところでございます。 

  今後とも正確性、迅速性といったことを重視し

て開票に当たってまいりますので、御理解をいた

だきたいと考えております。 

○海老名 悟議長 山村明議員。 

○１６番（山村 明議員） 欠員による補欠選挙と

繰り上げ補充についてでありますけれども、先ほ

ど６分の１の欠員が生じれば補欠選挙というこ

とでありました。３カ月以内の欠員については順

次繰り上げということでありますけれども、そう

しますと、４月26日が選挙日でありましたので、
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この３カ月以内の欠員というのは７月26日とい

うことでよろしいのでしょうか。 

○海老名 悟議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 ちょっと日数

の細かいところはあれなんですけれども、基本的

には議員が今おっしゃった３カ月後というふう

なことでございます。 

○海老名 悟議長 山村明議員。 

○１６番（山村 明議員） ６分の１以上の欠員と

いうことは、４名以上の欠員が出れば補欠選挙と

いうふうになるわけでよろしいのでしょうか。 

○海老名 悟議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 ６分の１を超

えるということでございますので、５名欠員にな

ったという段階で補欠選挙というふうに理解し

ております。 

○海老名 悟議長 山村明議員。 

○１６番（山村 明議員） ４名ではならないとい

うこと、５名以上ということですか。 

○海老名 悟議長 生田選挙管理委員会事務局長。 

○生田英紀選挙管理委員会事務局長 その数を超え

るに至ったときにということでございますので、

４を超えたときということですので、５になった

ときというようなことで５名欠員の場合という

ことでございます。 

○海老名 悟議長 山村明議員。 

○１６番（山村 明議員） それから、法定得票数

ということでありますけれども、有効投票総数を

議席数で割ってその４分の１をとったものが法

定得票ということになるというルールがありま

すけれども、米沢市あたりでは余り問題にはなら

ないのかなと思いますが、かつて札幌の市長選挙

で法定得票数に達した候補者がおらずに再選挙

になったという事例があったわけでありますけ

れども、この辺は選挙法の改正が必要なのではな

いかなと私なりに思っております。 

  それから、６番、有権者年齢の引き下げがもた

らすものは。若者の政治や選挙に対する関心を引

き出す、将来社会への展望と関心を持ってもらう

ということでは大変よいのではありますが、先ほ

ども当局からのお話にありましたように、若者の

投票率は低い傾向にあるので、選挙年齢を引き下

げると投票率がさらに下がってしまうというお

それがあるのではないかなというふうに思いま

す。 

  私から見ておりますと、安部市長は殊のほか成

人式に思い入れが多くて、毎回のように成人式の

やり方を試行錯誤されてきました。新成人、新有

権者に多大なる関心をお持ちだからというふう

に私は拝見するわけでありますが、選挙権の18歳

へ引き下げに対する市長の思いをお聞きしてお

きたいというふうに思います。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 ここに資料があって、世界の大

勢は圧倒的に18歳からというのが現在多くなっ

ています。そういう意味では、18歳に引き下げる

というのは世界の大勢に沿ったものかなという

ふうに思いますが、ただ、若い人たちの選挙に対

する関心が薄いという傾向もありますので、そう

いう意味では、さらにそれが顕著になるという可

能性もありますので、引き下げと同時に、やはり

若い人たちが政治に関心を持つというような教

育が必要だというふうに思います。 

○海老名 悟議長 山村明議員。 

○１６番（山村 明議員） ありがとうございまし

た。私が議員選挙でいつも思っていることは、米

沢市の議会にとりましては、今、定数が24名であ

りますけれども、24名を選ぶという選挙なのに１

票しか投じられないという矛盾を私はいつも感

じておるわけでありますけれども、これは選挙制

度の大きなもとということでいたし方ない部分

もあるのかなとも思いながら、24名も選ぶのに１

票しか投じられないというところがいつも疑問

に思っておりまして、不思議だなというふうに思

っております。 

  ということで、時間ですので、私の一般質問を
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これで終わらせていただきます。どうもありがと

うございました。 

○海老名 悟議長 以上で16番山村明議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午前１０時５９分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１１時０９分 開  議 

 

○海老名 悟議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  次に進みます。 

  一つ、コミュニティセンターの建てかえ計画に

ついて外４点、15番佐藤忠次議員。 

  〔１５番佐藤忠次議員登壇〕（拍手） 

○１５番（佐藤忠次議員） おはようございます。

今回の改選で一番年長になりました。しかし、体

力は若い人たちには負けますが、郷土米沢を思う

気持ちは誰にも負けないと自負しております。 

  さて、上郷出身の偉大な哲学者髙橋里美博士は

「民主主義の原点は愛である」と言っております。

家族愛に始まり、郷土愛、自国愛にこそ民主主義

の基本があるのではないでしょうか。 

  ５月29日の総務文教常任委員会では、震度６の

地震が来ればこの市庁舎も崩壊するだろうとい

う耐震の調査報告がなされました。17カ所の地域

コミュニティセンターのうち、最近建った松川や

中部を除く15館は、避難場所として指定されてお

りますが、果たして本当に避難場所として適して

いるのでしょうか。特に上郷、窪田、田沢の３館

はいっときも早い建てかえが必要かと思われま

す。 

  それでは、質問に入ります。 

  地域コミュニティセンターの建てかえ計画につ

いてお伺いします。 

  （１）建設時期はいつごろを予定しておられる

のか。 

  （２）国からの補助は受けられるのか。 

  よろしくお願いします。 

  次に、移ります。昨年、八幡原公園内に18ホー

ルのパークゴルフコースを開設していただきま

した。ことしもシーズンになり、平日・休日を問

わずいつも駐車場は満車のようです。 

  米沢市八幡原中核工業団地についてをお伺いし

ます。 

  （１）遊水池の今後の活用についてをお伺いし

ます。 

  （２）また、緑地の管理状況についてもお伺い

します。 

  この遊水池はヘリポートの西側にあり、面積は

約３ヘクタールぐらいあります。下水道の残土処

理で埋め立てたものであります。６年前から始ま

り昨年度で大体終了したのではないかと思いま

す。この地に佐藤 前議長は36ホールのパークゴ

ルフ場を要望しておられましたようです。ぜひ実

現していただきたい。また、堤防沿いには、山新

が行っているさくら回廊事業に応募して桜の木

を植えたらいかがでしょうか。御提案申し上げま

す。 

  八幡原中核工業団地には膨大な緑地があります。

50年前には松林が連立していて、マツタケも豊富

にとれました。今はどうでしょう。太い松の木は

松くい虫で全滅です。最近ではナラ枯れが発生し、

また昨年マイマイガが大量発生、その幼虫が今、

緑地の広葉樹、桜、ナラ、もみじの葉を食い荒ら

しております。今、この緑地は、緑地でなくて枯

れ地です。今冬は雪が多かったせいもあり、倒木

も目立っております。今、米沢森林組合ではナラ

の木を買い上げ、チップに加工しているようです。

老木は伐採して枯れる前に加工に回すことが緑

地を守る得策かと思われます。かつて農林課が企

画して八幡原野球場の東にある牛森山でしょう

か、結婚記念植樹として桜の木を植えられました。

松枯れ対策の一環かと思いますが、ナラの木を伐
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採して桜の木を植えたらいかがでしょうかお伺

いします。 

  次の質問に移ります。 

  ３番目、本市重要事業要望における主要地方道

米沢高畠線についてであります。 

  （１）国道13号から竹井橋までの４車線化につ

いてお伺いします。 

  （２）第七中学校脇の交差点の地下歩道設置に

ついてをお伺いします。 

  道の駅建設が決まり周辺の４車線化は急ピッチ

で進もうとしています。しかし、周辺だけでは車

の停滞を招き、歩行者の安全も脅かされるのでは

ないでしょうか。当初計画どおり４車線は竹井橋

まで、第七中学校脇の交差点の歩道は地下歩道を

設置をしていただくように関係機関に強く要望

していただきたい。 

  次に移ります。 

  ４番、下水道事業について。 

  （１）下水道工事による残土処理の計画はある

のでしょうか。 

  （２）米沢浄水管理センターの未利用地につい

てであります。 

  下水道工事による残土の捨て場の予定はあるの

でしょうか。平成７年に地域整備公団より無償譲

渡を受けた未造成地40ヘクタール、工業用地可能

面積約10ヘクタールあります。当時、道路公団で

は、道路整備に多額の金額を要することで公団が

手を引かれまして、市に移管された土地でありま

す。しかし、その後、海上地域と八幡原工業団地

を結ぶ林道が完成しました。この林道を利用する

ことで未造成地への進入が可能になりました。遊

水池を埋め立てたように、金をかけないで、10年

後、20年後を目指して下水道の残土でこの工業用

地を造成しようではありませんか。 

  次に移ります。 

  米沢浄水管理センターの未利用地については、

去年、硬式学童野球クラブリトルシニアより練習

場として貸していただきたいとの申し出があり、

去年の暮れに国より目的外使用許可がおりたよ

うです。リトルシニアとの契約内容はどのように

なっているのかをお聞きします。施設整備には市

はどの程度支援していただけるものでしょうか

お伺いします。 

  次に、移ります。 

  ５番目、上郷小学校浅川分校の利活用について

お伺いします。 

  今年度４月から浅川分校は廃校になり、生徒た

ちは２台のスクールバスで本校に通っています。

今後の校舎の利活用と、地元要望と当局の考えを

教えてください。 

  浅川分校の近くには数多くの古墳群を有する戸

塚山があります。米沢市も数十年かけて発掘調査

をなされております。いろいろな貴重な資料も数

多く出ています。貴重な遺跡品を一堂に会して見

られる資料展示室に浅川分校を改装していただ

けないものでしょうか。また、上郷は偉大な哲学

者髙橋里美博士や遠藤桑珠画伯などたくさんの

有名人を輩出しています。併設してお二方の記念

室なども設けていただきたいと思います。 

  以上で壇上からの質問を終わりますが、答弁に

よっては質問席よりさせていただきます。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの佐藤忠次議員の御質

問にお答えをいたします。 

  私からは、本市重要事業要望における主要地方

道米沢高畠線についてお答えいたします。その他

につきましては部長よりお答えをします。 

  主要地方道米沢高畠線は、市街地と高畠町を結

ぶ重要な幹線道路であります。特に、国道13号か

ら一般県道万世窪田線（第七中学校交差点）まで

の区間には、（仮称）米沢中央インターチェンジ

が設置され、隣接して新道の駅が設置される予定

となっております。東北中央自動車道の開通によ

り交通量の増加が予想されますので、渋滞緩和を

図るためにもアクセス道路としての機能を強化
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する必要があるものと認識しております。このこ

とから、国道13号から一般県道万世窪田線との交

差部までの４車線化を最優先の課題と捉え、平成

28年度重要事業要望書に掲載をいたしました。 

  御質問にありました国道13号から竹井橋までの

４車線化と第七中学校交差点の地下道設置につ

きましては、東北中央自動車道の開通後の交通量

の動向や周辺地域の状況を見た上で重要事業要

望内容に追加するかどうかを検討していきたい

と考えています。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 原教育長。 

  〔原 邦雄教育長登壇〕 

○原 邦雄教育長 佐藤忠次議員の御質問にお答え

をいたします。 

  最初に、本市のコミュニティセンターの建てか

え計画についてお答えをいたします。 

  市内各地区におかれましては、コミュニティセ

ンターを活動の拠点とし、日々、地域文化を大切

にしながら活発に社会教育事業を推進し、コミュ

ニティーの形成を図られておりますことに深く

感謝申し上げます。 

  本市のコミュニティセンターは、平成24年の中

部コミュニティセンターの完成でようやく市内

17地区全てに設置されたところであり、次の課題

は建築年の古い施設の更新であることを認識し

ております。 

  去る５月20日には上郷地区の皆様の総意として

3,406名に及ぶ署名とともに上郷コミュニティセ

ンター改築に係る要望書を、そして６月２日には

米沢市コミュニティセンター改築等検討委員会

から現在のコミュニティセンターを取り巻くさ

まざまな課題について要望書をお預かりしたと

ころであります。 

  上郷地区からは、平成24年12月に上郷コミュニ

ティセンター改築促進期成同盟会から改築促進

の要望書が提出されて以降、毎年要望書をいただ

いているところでありまして、改めてこのたび２

つの要望書をお預かりするに当たり、より一層着

実に施設の充実を図っていく重要性を痛感した

ところであります。 

  上郷コミュニティセンターは市内では最も古い

施設となり、昭和39年５月に改築された建物であ

ることから、老朽化が著しく進み、修繕を必要と

する箇所が生じるごとに個別に対処させていた

だきながら、地域の皆様方には大切に御利用いた

だいている状況であります。 

  議員の御指摘のとおり、コミュニティセンター

を含む本市公共施設の老朽化や耐震化の問題な

ど、安心・安全な公共施設の整備につきましては、

本市全体の重要な課題となっているところであ

ります。 

  これらの課題を解決していくには多額の費用を

要することが明らかであり、今後の財政運営の見

通しや市民ニーズ、重要度等を考慮し、全庁的な

体制で検討を重ね計画を策定することが必要で

あると考えております。 

  現時点におきましてはコミュニティセンター施

設の改修等について具体的な実施年度をお示し

することができないところでありますが、地区の

皆様の御期待に応えられるよう、平成28年度を初

年度とする新総合計画において計画が早期に組

み込まれるよう今後とも努力をしてまいります。

なお、当面は営修繕工事などで対応してまいりた

いと考えておりますので、御理解を賜りたいと存

じます。 

  次に、コミュニティセンター建設に係る国から

の補助の有無についてでありますが、現在、コミ

ュニティセンター建設を目的とした補助メニュ

ーは残念ながらないところでありますが、活用で

きるものの一つとして、木造公共建築物等の整備

に対する林野庁所管の森林・林業再生基盤づくり

交付金が考えられるところであります。 

  昨今の少子化、人口減少も踏まえますと、今後

のコミュニティセンター整備につきましては、規

模、機能性など再度検討を重ね、まずは関係各所
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からの情報を得ながら、今後とも有利な財源の確

保について調査研究を継続してまいりたいと考

えております。 

  次に、上郷小学校旧浅川分校の利用につきまし

ては、廃校前に、上郷地区の皆さんから跡地利用

については地域の意見を最大限に尊重してほし

いとする御意見をいただいておりました。このた

め、３月26日に、上郷地区の代表者の皆さんに対

してまず廃校後の施設の維持管理に関する考え

方や方法等について説明をさせていただいたと

ころです。また、年度がわりで代表者の方々も多

くかわられましたので、４月30日にも同様の説明

会を開催させていただきました。この２回の説明

会の中で、上郷地区の代表者の皆さんからさまざ

まな御意見や御質問、御要望を頂戴したところで

あります。 

  その中で、施設利用に関しましては、施設の貸

し出しについて具体的な内容の御要望を頂戴し

ております。次回、上郷地区の代表者の皆さんに

お集まりいただく場においてこの御要望に対す

る検討結果を申し上げる予定としておりますが、

施設の貸し出しに関しましては、鍵の管理、戸締

り等の確認など運用面に課題があるほか、５月に

は漏水が発生するなど施設の老朽化にも課題が

出てきております。現在、これらの課題解決に向

けた検討を進めておりますが、これらの課題につ

きましても、上郷地区の代表者の皆さんと情報を

共有しながら協議を進めていきたいと考えてお

ります。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 宍戸建設部長。 

  〔宍戸義宣建設部長登壇〕 

○宍戸義宣建設部長 私からは、２の米沢八幡原中

核工業団地について及び４の下水道事業につい

ての御質問にお答えいたします。 

  まず、遊水池の今後の活用はどう考えているか

についてですが、以前もお答えしておりますが、

遊水池は、八幡原中核工業団地の造成当時にまだ

未改修でありました天王川の豪雨による洪水を

防ぐため、現在の場所に団地に降った雨水を一時

的にためておくための調整池として整備されま

した。その後、平成８年度に天王川の河川改修が

完了し洪水調整の役割を終えたことを受けて、平

成11年度から下水道工事で発生した残土による

埋め立てを行ってまいりました。今年度でおおむ

ね遊水池の埋め立てが完了する予定であります

ので、埋め立て完了後は緑地として管理に支障が

ないよう復旧してまいりたいと考えております。 

  遊水池埋め立て後のパークゴルフ場にとの御要

望でありますが、昨年度八幡原公園内に、議員も

おっしゃっておりましたが、18ホールのパークゴ

ルフ施設を整備し、多くの方に御利用いただいて

おりますので、もう少し検討するお時間をいただ

きたいと思います。 

  次に、緑地の管理についてでありますが、八幡

原緑地の松枯れについては、倒木の危険性や景観

上の問題もあり、平成21年から平成23年にかけて

緊急雇用創出事業を活用し、市有地のほか民有地

についても所有者の了解を得ながら松枯れの伐

採処理を八幡原の緑地全面的に行いました。また、

ナラ枯れについても随時伐採処理を行ってまい

りました。しかし、とても追いつかないのが現状

で、完全に解消するのには大変苦慮しているとこ

ろであります。 

  御提案ありました森林組合に依頼した場合です

が、チップ材やほだ木、まき等で買い取りになり、

その分が安価となりますが、伐採した木を容易に

搬出できる場合など現場の条件により異なると

お聞きしております。これまでもナラ枯れや松枯

れ、危険な木の伐採処理については、できるだけ

経費のかからない方法を関係部署と連携して行

ってまいりました。現場条件に合った場合などは、

採用を検討するかどうかを考えてまいりたいと

いうふうに思っております。 

  桜の苗木の植栽の御提案でありますが、八幡原

緑地についてはできるだけ維持管理のかからな
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い自然の姿が望ましいのかなと考えております。

現在のところ桜の植栽は考えておりませんので、

御理解をお願いいたします。 

  次に、４の（１）下水道工事による残土の処理

計画についてでありますが、八幡原調整池の埋め

立てにつきましては今年度でおおむね完了する

予定と申し上げましたが、今後の残土の処理計画

については、建設発生土の有効利用の観点からも、

公共事業等への盛り土材として幅広く活用して

いきたいと考えております。このため、本市で発

注する公共工事での利用や国、県発注の工事への

利用等、情報を共有し調整を行いながら建設発生

土の有効利用に努めてまいりたいと思います。 

  次に、米沢浄水管理センターの未利用地につい

てでありますが、野球練習場として米沢リトルシ

ニアに貸し出すに当たりバックネット等の野球

用設備をある程度市で整備してもらえないかに

ついては、以前もお答えしておりますが、浄水管

理センターの未利用地につきましては、発生汚泥

をリサイクル活用するための汚泥堆肥化施設等

の建設用地として確保しているところでありま

すが、今のところ建設を実施する予定がないこと

から、グラウンドとして広く市民に使用してもら

う目的で、平成３年１月に下水道事業以外で利用

するための目的外使用の承認を受けまして、それ

以降、軟式野球の練習場として利用できるよう貸

し出しを行ってきたところであります。 

  現在のグラウンドは周囲に簡易的なスチールフ

ェンスが設置してあるだけでありますので、第三

者に対する安全性が確保することができないこ

とから、硬式野球の練習場として使用することが

できない状況となっておりました。しかし、米沢

リトルシニアのほうで防球ネット等の安全施設

を設置するとのお話をお聞きしたことから、昨年

12月ですが、国土交通省へ防球ネット等安全施設

等が設置することができるように手続を行いま

した。つきましては、当初のお約束どおり、米沢

リトルシニアにおいて整備するものと認識して

おりますので、御理解をお願いいたします。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

  〔山口昇一産業部長登壇〕 

○山口昇一産業部長 私からは、八幡原中核工業団

地にある未造成の用地に関しましての御質問に

お答えをさせていただきます。 

  以前にもお答えをしたとおりでありますが、当

初から一帯は湿地帯で地盤が軟弱な上、アクセス

道路にはトンネルを建設する必要があるなど、当

該用地を活用するためには多額の費用が見込ま

れることから、当時の地域振興整備公団が造成を

断念し、緩衝緑地として本市が移管を受けたもの

であります。 

  議員からは、林道一念峯線からのアクセスの可

能性というお話もあったわけでありますが、御承

知のとおり、平成25年度に本市は中小企業基盤整

備機構から未分譲地を一括買い受けまして、八幡

原中核工業団地には現在９区画の未分譲地がご

ざいます。さらには、オフィス・アルカディア団

地や南工業団地にも未分譲区画があることから、

これらへの誘致分譲を最優先で進めていきたい

と考えているところであります。 

  御質問の用地を造成することについては現在考

えていないところでありますので、御理解いただ

くようにお願い申し上げたいと思います。 

  私からは以上であります。 

○海老名 悟議長 佐藤忠次議員。 

○１５番（佐藤忠次議員） それでは、第２質問に

移らせていただきます。 

  今、コミュニティセンターに関する御答弁、大

変ありがとうございます。28年度ごろから考えて

みたいという御答弁をいただきまして、大変あり

がとうございます。 

  それでちょっとお伺いしますが、この建てかえ、

コミュニティセンターですが、どの程度の規模、

そして予算はどの程度ぐらいかかるものでしょ

うか。概算でよろしいですので、ちょっと教えて

ください。 
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○海老名 悟議長 船山教育管理部長。 

○船山弘行教育管理部長 今の御質問にお答えしま

すが、まず最初、大変申しわけありませんが、先

ほどの答弁の総合計画の内容につきましては、平

成28年度を初年度とする総合計画というふうな

趣旨でございましたので、御理解をいただきたい

と思います。 

  それから、規模、予算につきましては、現行、

これまで松川コミセン、中部コミセンなどを参考

にしますと、かなり金額が違うようであります。

松川につきましては４億弱、中部コミセンについ

ては２億くらいであります。その時々の状況によ

って大分違うところもございます。これは実際に

建設計画を立ててみないとなかなかその費用を

算出できないという現況にございます。 

  それから、規模でありますけれども、規模につ

いても、これまでのコミセンの規模でいいのか、

あるいは今後どのようにしていくかというのも

あわせてちょっと考えさせていただかなくては

ならないというふうに捉えておりますので、現段

階ではまだ検討中であるというふうにお答えさ

せていただきたいと思います。 

○海老名 悟議長 佐藤忠次議員。 

○１５番（佐藤忠次議員） 本当に長い間の要望で

ございましたので、ぜひ優秀なコミュニティセン

ターを建てていただきたいと思います。 

  質問、次に移ります。 

  ヘリポート脇の遊水池埋め立てが大体完了した

ようでございますが、あの北側にある緑地、ナラ

の木がありますが、あそこをごらんになったこと

があるでしょうか、建設部長。（「はい」の声あ

り）どういう状態でしたか。とにかく、今ナラ枯

れと申しましたが、ナラ枯れでなく、今はマイマ

イガの幼虫で本当に坊主のナラになっています。

先ほど申し上げましたが、全く本当に枯れ地、緑

地ではなくて枯れ地です。本当に見るも無残です。 

  きのう上郷で消防演習があったのですが、あの

八幡原中核工業団地で７月５日に県の森林火災

の訓練があるということをお聞きしました。ナラ

枯れがあのまま枯れてしまったら、本当にこのま

ま乾燥が続いたり何かすれば本当に火災が発生

しやすくなり、本当に大変な災害が起こるのでは

ないかと思うわけです。 

  マイマイガ、本当にことしは大変です。私の庭

の木、もちろんもみじまで食っています。トレボ

ンという農薬があるのですが、あれが毛虫に効く

ものですから、私は庭の木はそれで消毒しました

が、大分虫は効いたようでございます。 

  いろいろまたもとに戻りますが、八幡原公園内

の桜の木を１回見てください。大分大きくなった

木は何でもないのですが、やはりがおっていると

いうか、とにかく小さい幼木はほとんど枯れてい

ます。葉っぱがないです。それから、ナラの木の

大木なんかも大分枯れておりました。１回見てく

ださい。もう一度。そんな状態で、マイマイガの

対策をしていかなければ、本当にどこでも今大変

だと思います。 

  それから桜の木、八幡原公園の中に桜の木は何

本ぐらいあそこに植わっているんですか。いろい

ろなさくら回廊やら、いろいろな有志団体から植

えてもらった桜の木が恐らく100本以上あるので

はないでしょうか。そして、枯れている木も何本

かありますよ。大体把握なされておりますか教え

てください。 

○海老名 悟議長 宍戸建設部長。 

○宍戸義宣建設部長 私、八幡原の遊水池の脇の緑

地の部分、これがマイマイガによるものなのかと

いうのはちょっと正直言いますとわからなかっ

たのですが、葉っぱがかなり少ないというような

ことで、枯れてまではいなかったのですが葉っぱ

がかなり少なくて、よく近寄ると木のほうにマイ

マイガがいたと。やはりこれはマイマイガにより

葉っぱが少ないのかなというふうなところだっ

たのですが、緑地はかなり面積が広いので、公園

のマイマイガのほうについては、適宜小さいうち

に、消毒が効くうちに消毒は重ねているところで
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ございます。 

  八幡原公園の桜についてですが、桜についても

なかなか本数はちょっと現在数値的なものはわ

かりませんが、100本以上あります。これはさく

ら回廊ですとかさまざまな御寄附があったりと

か、現在パークゴルフ場施設として整備している

部分については相当の桜の木があります。御指摘

のありました桜の管理については、できるだけ公

園内ですので適宜管理をして、桜が春先大変きれ

いなように皆さんに見ていただくように管理を

していきたいと思っています。 

  しかしながら、緑地のほうへの桜の植栽までに

ついては、先ほども申しましたように、大変公園

だけでなくて緑地となりますと維持管理費が出

てまいりますので、何とぞ御理解をいただきたい

というふうに思っています。 

○海老名 悟議長 佐藤忠次議員。 

○１５番（佐藤忠次議員） さくら回廊については、

民間から一応植樹主というか、皆応募して植えた

ものです。それで名札が全部張られております。

私も時々行って監視やっているのですが、公園の

中で枯れている木は10本ぐらいありますよ。１回

枯れて再度植え直したのですが、その中でもまた

２本ほど枯れております。ぜひそれは秋に植え直

しやってください。そして、その人の名前もわか

ると思いますので、ぜひそうしてやらなければ、

本当に名乗りを上げた人も残念がっておるし、ま

ず全く本当にずさんな管理で怒っていると思い

ます。そして、消毒なされたらどうですか。でき

ないのでしょうか。桜の木です。 

○海老名 悟議長 宍戸建設部長。 

○宍戸義宣建設部長 やはり名札があるということ

は承知しております。それで、やはりどういうぐ

あいに育っているのかななんていうふうに公園

を訪れたときに、自分の木が枯れているというの

は大変残念に思われると思いますので、これまで

も随時維持管理費の中で植えかえをしていたと

ころでありますので、10本ほど枯れているという

ことでありますので、それについては今後対処し

てまいりたいというふうに思います。 

  そして、消毒についてでありますが、やはりマ

イマイガもそうですけれども、アメシロとか害虫

関係についても適宜公園の維持管理の中で対応

しているところでございますので、今現在枯れて

いる木については別な要因があるのではないか

なというふうに思っておりますので、もう少しそ

の辺を調べてまいりたいというふうに思います。 

○海老名 悟議長 佐藤忠次議員。 

○１５番（佐藤忠次議員） マイマイガ、今消毒し

なかったらばいつするんですか。待っていません

よ。とにかく早急に、もう今週中にもするくらい

な気構えで考えてみてください。前にもアメシロ

であそこをやられた記憶がございます。あのとき

も大変でしたが、やはり時期を逃すと全部葉っぱ

を食われてしまって、もう本当に枯れ木になって

しまいます。今だとまだ残っています。今１週間

以内ぐらいにやることによって大分違うと思い

ます。昔、アメシロに対して消毒薬、あれを市で

無償に上げたことがありましたが、今はやってい

ませんが、農薬はそんなに高いものではありませ

ん。500ミリリットルぐらいで1,000倍液にすれば、

恐らく五、六十本の桜の木は消毒できます。だか

ら、100本あればそんなに１万円もかからないと

思います。農薬代は。ですから、早急にやってい

ただけないでしょうかお伺いします。 

○海老名 悟議長 宍戸建設部長。 

○宍戸義宣建設部長 至急現場のほうを確認して対

処したいと思います。 

○海老名 悟議長 佐藤忠次議員。 

○１５番（佐藤忠次議員） お願いします。 

  きのう上郷の分団演習がありまして、上郷小学

校の桜の木を見ました。やはり上郷小学校の桜の

木も大分やられておりました。校長先生終わった

ので、ちょっと消毒なんかできないものですかと

聞いたら、やはりプールあったりなんかするもの

だから消毒はできないというふうなことでござ
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いましたが、本当にできないものでしょうか、ち

ょっとお伺いします。 

○海老名 悟議長 船山教育管理部長。 

○船山弘行教育管理部長 消毒できないかという、

学校の意向がそうであるということも当然踏ま

えなくてはなりませんので、その辺はちょっと確

認をさせていただいて、できるかどうか考えてみ

たいと思います。 

○海老名 悟議長 佐藤忠次議員。 

○１５番（佐藤忠次議員） それも何とか早急にし

ないと本当に丸坊主になってしまいます。やはり

太くなった桜の木はいいのですが、大分復活しま

すから。ただ、上郷の場合だと二、三年前に植え

かえしてまだがおっている木なものですから、本

当に今消毒しておかないと全く枯れてしまうの

ではないかと思います。もみじもやはり１本ほど

やられておりました。ちょうどその脇にプールが

あるものだから、プールに水を張ったものだから

恐らく消毒はできないんでないかと校長先生は

言っておられましたが、何とか方法があればぜひ

消毒をしていただきたいと思います。 

  以上です。 

○海老名 悟議長 以上で15番佐藤忠次議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午前１１時５４分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 １時００分 開  議 

 

○海老名 悟議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  次に進みます。 

  一つ、空き家対策について外２点、23番太田克

典議員。 

  〔２３番太田克典議員登壇〕（拍手） 

○２３番（太田克典議員） 市民平和クラブの太田

克典です。まずもって、私をこの場に送っていた

だきました多くの支援者の皆様方に心から厚く

御礼申し上げたいと思います。ありがとうござい

ました。 

  さて、初めての一般質問でありますけれども、

私からは３点にわたって質問をさせていただき

ます。 

  １点目は空き家対策についてです。 

  まず、（１）空き家の現状とこれまでの対応に

ついてです。 

  これまでの新聞報道や山形県がこの３月に作成

しました「やまがたの空き家対策の手引き」など

によりますと、全国の空き家については2013年現

在で820万戸であり、また山形県内では約４万

6,000戸、総住宅数の10.7％を占めているとされ

ております。５月12日に担当部署にお聞きしまし

たところ、米沢市においては、平成24年11月の調

査で899軒ということでありました。そのうち240

軒が適正に管理されていない現状にあるという

ことでありましたけれども、この冬は特に近年に

ない大雪で、市民の皆さんからは危険な現状や不

安の声などが数多く寄せられたのではないかと

思われます。 

  そこで、まずその状況についてお伺いをしたい

と思います。そうした市民からの情報等に対して、

市としての対応はどうだったのか。職員の配置体

制などをお聞きしたいと思います。 

  また、解体費用の助成制度などについてもあわ

せてお答えいただきたいと思います。 

  次に、（２）空き家対策特別措置法施行による

本市の対応について伺います。 

  国は、全国的にも空き家対策が喫緊の課題にな

っていることを踏まえ、空き家対策の推進に関す

る特別措置法を制定し、去る５月26日に全面施行

されました。内容については、建物それ自体を対

象にするだけではなく、庭木などの敷地の管理や

景観、衛生面からもチェックを行うなど、周辺の

生活環境への影響にも着目していること、特定空
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き家と指定されれば、助言、指導、勧告、命令、

戒告などの段階を経て、最終的に強制撤去、取り

壊しもできることなどが特徴となっております。 

  法律の制定に先立ち米沢市では、米沢市家屋等

の安全管理に関する条例を策定し、平成25年10月

１日に施行しておりますけれども、このたびの法

律施行によってこうした対応がどのように変わ

るのか。特定空き家として指定する基準はどうな

るのかお聞きしたいと思います。 

  また、今後はこの法律の規定に従って強制撤去

を行うこともあり得るのか。その場合の問題点を

どう捉えているかについてもお答えいただきた

いと思います。 

  次に、（３）いわゆる空き家予備軍の把握と利

活用について伺います。 

  空き家に対する取り組みについて、さきの山形

県が作成した手引きなどではさまざまな事例を

紹介しています。例えば鶴岡市のＮＰＯ法人によ

るランド・バンク事業、空き家管理受託事業や、

酒田市において所有者と住民自治会・近隣住民が

連携をとって進める空き家対策ネットワーク事

業など、県内においても各自治体で数多くの事業

が実施され、対策がとられているのがわかります。 

  本市においても今後とも十分な対策が必要であ

ることは論をまたないところでありますが、その

際に、現実に空き家になっている建物とは別に、

建物が実際に空き家になって老朽化が進行して

いく前に積極的に利活用する方法を考えること

も重要ではないかと考えます。いわゆる「空き家

予備軍」と呼ばれるものの対策です。全国的な事

例としては、高齢者のマンションなどへの住みか

え、中古住宅のリノベーションなどの取り組みが

既に行われております。 

  こうした対策を積極的に展開していくためには

高齢者世帯などの情報を把握することなども必

要であり、地域、町内会などとの連携をさらに強

めていくことが必要となります。こうしたいわゆ

る空き家予備軍に対してその利活用や、空き家予

備軍を減らすための取り組みについて、市当局の

考えをお聞きします。 

  空き家対策についての最後に、（４）市の体制

強化について伺います。 

  本市における世帯数の推移を見ますと、これま

で微増あるいは横ばいというふうになっており

ましたけれども、今後ますます人口減少が進むこ

とから、世帯数も減少に転じるものと推測されま

す。それに伴って空き家や空き家予備軍はこれか

らもふえ続けていくと思われます。そのため、空

き家、空き家予備軍に対して、利活用も含めた十

分な対策をとることが今後ますます大事になっ

てくると考えます。空き家について一元的に対策

を実行する部署を設置するなど、市としての体制

も強化する必要があると考えますが、いかがでし

ょうか。お答え願います。 

  ２点目は、地方版総合戦略の策定について、策

定に着手するのがおくれているのではないか。ま

た、策定の手法に問題はないのかという観点でお

伺いします。 

  国は、人口減少の克服と地方創生をあわせて行

うことにより活力ある社会を維持することを目

指すとして、「まち・ひと・しごと創生」なる政

策を掲げました。それに伴い、全ての都道府県及

び市町村は平成27年度中に地方人口ビジョンと

地方版総合戦略の策定に努めることとされてお

ります。 

  こうした国の方針に対して、山形県や県内各市

町村では、この４月以降、さまざまな対応をとっ

てきたことが新聞などで報道されているところ

であります。例えば天童市では、４月28日にま

ち・ひと・しごと創生総合戦略会議の初会合が開

かれ、寒河江市では、地方創生人材支援制度を活

用して５月22日に外部有識者会議の初会合を行

っています。さらに東根市では、４月25日にまち

づくりを考えるタウンミーティングが開かれ、約

400人の市民がまちづくりの課題を共有したこと

が報じられております。記事には、「市長みずか
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らが講話を行い、地方版総合戦略策定への市民の

参画の重要性を訴えた」とあります。記事のタイ

トルは「地方創生、市民が一丸」であります。 

  こうした一方で、本市の取り組みはどうでしょ

うか。本年３月の市議会定例会で、当時自民クラ

ブ代表の堤郁雄議員は、「総合戦略の策定がおく

れるのではないか」との趣旨の質問を行っており

ます。これに対して当時の山口昇一企画調整部長

は、「米沢市は米沢市の独自の総合戦略を新年度

早々からこれは策定作業を進めてまいりたい。ア

イデア自体は、米沢市がもう新年度早々からどん

どん積み上げ作業を行っていきたい」と答弁して

おります。現状はどうなっているでしょうか。 

  策定委員会が組織される前でもやるべきことは

あると考えます。例えば人口動態について地区ご

とに詳細なデータをまとめることなどが考えら

れると思います。まち・ひと・しごと創生本部が

作成したパンフレットには、「地域経済分析シス

テム等を活用し、地域特性を把握した効果的な政

策立案」を策定のポイントの一つとして掲げてい

るのがそれであります。さきの議会での答弁にあ

るように、そうした準備はできているのかお伺い

したいと思います。 

  次に、策定方法についてお聞きします。 

  本市における地方版総合戦略の内容を審議する

委員会を設置するに当たって、この６月定例会に

条例の改正案が提案されております。議第54号米

沢市行財政改革推進市民委員会条例の一部改正

についてです。内容は、これまでの米沢市行財政

改革推進市民委員会が所掌する事務を変更し、行

政経営や行財政改革に関することに加え、地方創

生の推進に関することとすることです。また、名

称も「米沢市行政経営市民会議」に変更し、委員

の数も10人から15人に変更することとしていま

す。 

  この条例改正案については、この６月定例会で

議論され、その可否が決定されるところです。し

かしながら、５月15日号市報において既に委員の

募集がなされています。このことは条例改正を前

提にしたもので、非常に問題があるものと認識し

ますが、いかがでしょうか。 

  また、５月29日に開催された総務文教常任委員

会協議会あるいは６月３日に開催された市政協

議会で、この新たに設置される米沢市行政経営市

民会議では米沢市の財政再建計画も審議の対象

とすることが明らかにされております。しかし、

このことはさきの市報には記載されておりませ

ん。また、この市民会議の審議回数については、

今年度４回程度とされております。地方創生や財

政再建計画はそれぞれが極めて重要な問題と認

識しておりますが、これを極めて短期間に、しか

も少ない審議回数でまとめようとしているので

はないでしょうか。このようなことで十分な内容

が策定できるのか甚だ疑問と言わざるを得ませ

ん。 

  まち・ひと・しごと創生本部が作成したパンフ

レットには、人口減少問題は地域によって状況や

原因が異なり、そのため地域特性に応じた処方箋

が必要であると記載されております。まずは、米

沢市がこれまでどうして人口減少をとめられな

かったのかその原因を詳細に分析し、その上で、

一過性ではない、その場限りではない本当の意味

で実効性のある対策を講じていかなければなら

ないと考えます。そのためには広く市民の意見を

聞くことが大事であって、さきに紹介した東根市

の例などは十分参考になる取り組みだと考えま

す。スタートがおくれたとはいえ、十分な審議回

数、審議時間が必要だと考えますけれども、市当

局の考えをお聞きします。 

  ３点目は、米沢市職員定員適正化計画について

であります。 

  このたび総務文教常任委員会協議会や市政協議

会において米沢市職員定員適正化計画が示され

ました。内容は、今後の行財政運営の健全化に資

することを目的に、平成32年度までに7.5％程度、

43人の職員を減らすというものです。 
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  そこでお伺いしますが、この削減率並びに削減

人数の根拠は何でしょうか。業務量の数値化を行

い、積算を行い、積み上げて、その上で必要な職

員を配置するのが本来のやり方と考えますが、市

当局は業務量をどのように捉えているのでしょ

うか。 

  さきの協議会では、これまで一般会計関係で138

人の職員数を削減してきたとの説明がありまし

た。このことによって業務内容が適正に見直され

てきたのかどうか。例えば防災に対する対応を例

にとるとどうでしょうか。ＮＨＫが2011年に放映

した番組「防災力クライシス そのとき被災者を

誰が救うのか」という番組では、自治体の防災力

の向上を阻んでいるものとして、職員数の削減に

よって体制の整備ができないとの回答を寄せた

自治体が紹介されるとともに、実際に兵庫県芦屋

市の取り組みが放映されております。 

  そこでお聞きします。平成25年３月に策定され

た米沢市地域防災計画において、例えば65カ所あ

る避難所などにおける市職員の果たすべき役割

について、職員数の削減に伴って適切な見直しが

なされているでしょうか。職員数を削減したこと

により防災力は低下していないでしょうか。また、

今後さらに防災力が低下することになるのでは

ないでしょうか。回答をお願いします。 

  また、先ほど指摘しましたとおり、空き家対策、

地方版総合戦略や道の駅の整備、子ども・子育て

支援、高齢者福祉対策などを考えると、今後業務

量は減るどころかますますふえるものと予想さ

れます。そのような状況でさらに職員を減らして

市民サービスが維持できるのかどうか非常に懸

念されるところではないでしょうか。今後の業務

量をどのように見ているのか、市としての考えを

お示しいただきたいと思います。 

  定員適正化計画では、職員数を削減する一方で

臨時職員、嘱託職員の任用など多様な任用形態の

活用をうたっております。臨時・嘱託職員の配置

状況等については昨年12月定例会で我が会派の

小久保広信議員が質問しておりますけれども、私

からは、臨時・嘱託職員の任用根拠について伺い

ます。 

  このことは、平成26年７月４日付の総務省通知

「臨時・非常勤職員及び任期付職員の任用等につ

いて」では、臨時・非常勤職員の任用根拠につい

て、地方公務員法上の根拠として３つの条文が考

えられることを示した上で、「いずれの任用根拠

に位置づけるかを明確にしておくべきである」と

されていることに基づくものであります。任用根

拠別の人数についてお答えください。 

  最後になりますが、先般の市政協議会では、職

員削減によって平成７年度から平成26年度まで

10億円の削減効果があったとの説明でした。しか

し、これは人件費のみを捉えた額であって、職員

を削減したことによって逆に増加したものもあ

ると考えます。例えば臨時・嘱託職員の賃金、民

間委託に係る委託費など、いわゆる物件費の部分、

さらにはシステムの構築・改修費なども考えられ

るのではないでしょうか。 

  職員削減について、ややもすると人件費の削減

のみが注目され、こうした負担増の部分について

はこれまで余り明らかにされてこなかったと思

われますけれども、この点についてどのような認

識でいるのか、市当局の考えをお聞きします。 

  以上、壇上からの私の質問とさせていただきま

す。御回答をよろしくお願いいたします。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの太田克典議員の御質

問にお答えをいたします。 

  私からは、空き家対策について総括的なお答え

をいたします。また、２番の地方版総合戦略の策

定についてもお答えをいたします。その他につき

ましては部長からお答えをします。 

  ここ数年の間に本市のみならず全国で空き家問

題がクローズアップされ、多くの自治体で空き家

条例なるものが制定されました。空き家は、本来、
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所有者によって適切に管理されていれば特に問

題にはなりませんが、所有者の無関心や相続放棄、

また経済的事情などのパターンがあり、その結果、

管理不全となって倒壊や部材の飛散などの危険

性、防犯、防火、景観の悪化、ごみの不法投棄誘

発など、近隣や地域社会へさまざまな悪影響を及

ぼしております。 

  このことから、本市では米沢市家屋等の安全管

理に関する条例を平成25年10月に施行いたしま

した。条例施行後は、所有者の管理責任を再認識

していただくため、広報よねざわ、市のホームペ

ージはもとより、固定資産税の納税通知書への家

屋の管理についての文書同封などによって周知

を図ってきました。また、適正に管理をされてい

ない家屋の所有者に対しては、条例施行前のお願

いとは異なり、条例に基づいた助言、指導、勧告

等を行い、危険回避措置や解体等を促してまいり

ました。 

  この結果、以前から放置されていた空き家が70

軒ほど解体をされました。また、危険を回避する

ための応急措置や経済的事情から解体できない

方への補助金交付や相続放棄となった空き家の

処分等を適宜実施してきました。しかし、条例で

解決できるものは全体のごく一部に限られ、また

法的な強制力にも一定の限界がありました。 

  このたび空き家等対策の推進に関する特別措置

法、いわゆる特措法が５月26日に施行されました。

最近の特集記事や特別番組などの報道等からも

おわかりのように、空き家問題が全国的に深刻な

問題となっています。この特措法に関する報道等

により多くの市民の方から問い合わせをいただ

くようになりました。また、以前から指導等を行

っていた所有者からも何とかしたいという相談

を受けるようになりました。この特措法は、最終

的に市町村による行政代執行が規定されている

のが最大の特徴で、ほかにも空き家放置の原因の

一つとされていた固定資産税の住宅用地特例か

らの除外、標識の設置や所有者等の工事なども規

定されております。この点を所有者等に丁寧にお

知らせをし、助言または指導を行っていきたいと

考えています。 

  また、行政代執行については、手続や費用回収

の問題、課題がありますが、空き家問題解決のた

めにこの特措法を活用していきたいと考えてい

ます。 

  続いて、地方版総合戦略の策定についてお答え

をいたします。 

  地方創生は、日本全体の活力を呼び戻そうと国

が最優先課題として進めようとしている政策で

あり、昨年11月に、まち・ひと・しごと創生法、

地域再生法の一部を改正する法律の関連法案が

成立し、12月に、まち・ひと・しごと創生総合戦

略、まち・ひと・しごと創生長期ビジョンが閣議

決定され、国における地方創生の内容が示されま

した。まち・ひと・しごと創生法の中では、市町

村を含めた地方自治体の総合戦略の策定が求め

られており、本市でも独自の米沢版総合戦略の策

定を進めてまいります。 

  総合戦略の策定に当たっては、産業界、教育機

関、金融機関等で構成する推進組織で方向性につ

いて審議・検討することが国から求められていま

すので、本市においては、これまでの行財政改革

推進市民委員会を組織がえして、「行政経営市民

会議」として総合戦略策定組織といたします。な

お、スケジュール管理については十分な検討をし

た上で進めておりますので、問題はないと考えて

おります。現在は地方創生先行型交付金の交付決

定を受けて、関連する事業を担当課ごとに進めて

おります。 

  さらに、この総合戦略策定に当たっては、国と

同様に人口ビジョンを策定することが必要なこ

とから、国で開発した地域経済分析システムを活

用して本市人口の現状分析を進めているところ

です。 

  市役所内においては本年２月に推進本部を立ち

上げており、策定に向けての検討を行っておりま
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すが、外部機関につきましては、７月中に第１回

目の会議を開催したいと考えています。その折は

人口現状分析のデータなどを示して御意見をい

ただきたいと考えております。 

  行政経営市民会議においては、行政経営全般、

行財政改革の推進、地方創生の推進の３つに関し

意見をいただくものですが、特に今年度の行政経

営市民会議においては、総合戦略に盛り込む施策

を検討する上で財政状況を踏まえることも重要

ですので、財政健全化策についても十分に御意見

をいただきたいと考えています。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 宍戸建設部長。 

  〔宍戸義宣建設部長登壇〕 

○宍戸義宣建設部長 私からは、空き家の現状とこ

れまでの対応についてと、空き家等対策の推進に

関する特別措置法による本市の対応についてお

答えいたします。 

  初めに、この冬に屋根の雪で倒壊や雪のおそれ

などがあるという通報の件数でありますが、豪雪

対策本部が設置される２月２日までには48件、そ

れ以降は38件の合計で86件になります。この件数

は、一度通報いただいた建物は後日通報があって

も１件とカウントしておりますので、実際の通報

延べ件数はこれよりも多くなり、平均すると１日

当たり二、三件となっております。 

  次に、職員の配置と体制でありますが、主管課

は建築住宅課でありますが、冬期間は雪により空

き家が潰れそうだなどと通報件数が多く、建築住

宅課だけではとてもその対応ができませんので、

庁内で空き家の対策に関係のある総合政策課初

め６つの課が当番制で対応しております。当番の

課は、通報があった建物の所有者等にお会いする

などして、安全な状態になる最後まで対応いたし

ます。後日その建物に対し再度通報があった場合

も、その当番課が同様に対応いたします。 

  ただし、落雪や倒壊等の危険性、緊急性が高ま

った場合は、建築住宅課で安全を確保するための

措置を直ちに行っております。具体的には、道路

への危険性がある場合は、道路管理者である土木

課や山形県に片側通行などの通行規制を依頼し

たり、所有者等に早急に対応するように指導を行

ったり、場合によっては職員みずから雪庇取りや

一部雪おろしなどの応急措置を実施しておりま

す。また、雪庇取りや雪おろしだけでは安全を確

保することが困難、かつ倒壊の危険が迫っている

建物について、所有者に事情があり対応できない

場合などは、私有財産でありますので、所有関係

者全員からの同意を得て取り壊しなどの措置を

実施しております。通報以外にも相続放棄となっ

ている空き家については、建築住宅課が積雪の状

況を適宜確認しながら必要に応じて雪おろしを

行っており、今冬は４件の空き家について５回ほ

ど雪おろしを実施しております。 

  これまで行ってきた本市の対応でありますが、

市長が述べたとおり、さまざまな啓発によるもの

のほか、経済的事情から空き家の解体ができない

所有者のために昨年市が新たに制定した、解体費

用の10分の８、上限は120万円でありますが、こ

れを補助する不良住宅除却促進事業費補助金制

度により、平成26年度は１軒の空き家が解体され

ております。 

  また、雪による危険な空き家以外にも、冬期間

同様に安全を確保するための最低限の応急措置

を適宜実施しております。さらに、相続放棄され

た管理者のいない空き家１軒について、条例に基

づき家庭裁判所に相続財産管理人選任申し立て

を行い、その手続の中で、裁判所の許可を得て平

成26年12月に解体し、その土地を売却しておりま

す。 

  次に、法に基づく特定空き家等の基準でありま

すが、その基準についてはまだ市では明確な基準

を定めていないところであります。しかし、こと

し５月に国から参考となる特定空き家等の基準

が示されましたので、国の基準に従いつつも、最

終的には行政代執行による強制撤去の対象とな
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りますので、強い公権力の行使を伴う行為を執行

することに所有者等の事情や意向を十分確認し

ながら、慎重にその判断をし、基準を定めてまい

りたいと考えております。 

  次に、代執行はどのようなときに行うのかであ

りますが、最終的に行政代執行に至るまでにはさ

まざまな手順を踏むことになります。具体的には、

まずは特定空き家等の所有者等に対し助言また

は指導を行い、なお改善されない場合は相当の猶

予期間を設けて助言または指導の措置をとる勧

告を行います。それでもなお従わなかった場合は、

相当の猶予期間をつけて勧告に係る措置をとる

命令と、その所有者等の命令に対する反論の機会

等といったそれぞれの手続を踏みます。それでも

「履行しないとき、又は履行しても十分でないと

き」及び行政代執行法に規定する「著しく公益に

反すると認められるとき」にできるものと規定さ

れております。 

  代執行の問題点ですが、行政代執行に関しまし

ては、今までも既存の建築基準法や道路法、廃棄

物処理法などに規定されておりますが、複雑な手

順を踏むことが必要とされ、各種手続においても

入念な準備等に相当な事務量及び人員が必要で

あり、簡易、迅速に執行できるものではないこと

や、所有者等からの代執行に要した費用徴収の困

難さなどが挙げられます。 

  このように、特措法に行政代執行規定が盛り込

まれているとはいえ、国が示す特定空き家等の代

執行の判断基準も既存の法律同様に明確なもの

ではなく、それぞれの実情に応じて市町村の判断

に委ねられていることなどや、代執行に要した費

用が所有者等から回収できなかった場合の国の

財政上の措置もないことから、全額市町村の負担

となります。これら多くの問題を十分踏まえまし

て執行しなければなりません。 

  しかしながら、特措法には代執行が規定されて

いる以上、空き家問題の解決のために前向きに取

り組むべきものと考えております。 

  このように、少しずつではありますが、危険家

屋を含めた空き家問題に対し、今後とも誰もが安

全に安心して暮らせるまちづくりの推進に寄与

してまいりたいと思います。 

  私からは以上であります。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

  〔堤 啓一健康福祉部長登壇〕 

○堤 啓一健康福祉部長 私からは、１の（３）い

わゆる空き家予備軍の把握と利活用についての

うち、空き家予備軍の高齢者を中心とした一人世

帯を事前に把握する必要があるのではないかと

いう把握についてお答えいたします。 

  本市の平成27年４月１日における高齢化率は

28.5％であり、平成37年には32％を超えることが

見込まれ、３人に１人が高齢者となるということ

が推計値として出ております。 

  このような中、空き家予備軍として考えられる

のは、第一にひとり暮らしの高齢者や高齢者のみ

で構成される世帯で、これらの世帯数については、

毎年４月１日現在の数値を、推計ではありますが、

国勢調査の数字をもとに算出しております。具体

的な数字につきましては、65歳以上のひとり暮ら

し高齢者数については、平成27年４月１日現在

2,553人で前年度より64人ふえている状況で、本

市の世帯数全体の割合で見ますと約８％となっ

ております。また、高齢者のみで構成される世帯

数については、平成27年４月１日現在5,133世帯

で、こちらも前年度より110世帯ふえている状況

でございます。本市の世帯数全体の割合で見ます

と約16％となっております。 

  このような中、空き家になるケースとしては、

高齢化などにより住宅の所有者が転居、入院、施

設入所によって空き家になる場合のほか、所有者

が死亡し、相続を契機に空き家になる場合などさ

まざまなケースが想定されるところでございま

す。 

  それらの実態把握状況でございますが、本市の

場合、福祉サービス利用者等の情報などから、ひ



- 82 - 

とり暮らし高齢者や高齢者のみで構成される世

帯で何らかの支援が必要な世帯の把握を行うこ

とはできますが、対象世帯全体を把握することは

困難な状態でございます。 

  私からは以上でございます。 

○海老名 悟議長 我妻企画調整部長。 

  〔我妻秀彰企画調整部長登壇〕 

○我妻秀彰企画調整部長 私からは、空き家対策の

うち、空き家の利活用についてお答えをいたしま

す。 

  本市におきましても空き家の利活用はこれから

非常に重要であると認識をしております。全国的

には、住宅としての活用はもちろん、農家民泊や

古民家を活用したイベントなど田舎暮らし体験

施設、移住希望者の就労・起業のための農家レス

トランなどの商業施設、住民同士の交流活動の場

としての活用など、積極的な利活用がなされてい

る例もあるようです。 

  このような中で将来的に空き家をふやさないよ

うにするための対策として、空き家になってしま

う可能性のある方から事前に管理・改修・活用な

どに関して相談を受ける窓口を利用していただ

くことで、空き家の発生抑制と利活用の促進を図

ることができるものと考えております。 

  具体的には、昨年度県が立ち上げました山形県

空き家活用支援協議会がことしの７月、本市内に

設置を予定している空き家利活用相談窓口をま

ずは市民の皆様に利用していただけるよう周知

してまいりたいと考えているところです。この窓

口におきまして、市民からの空き家の売買、賃貸、

管理、解体、相続などの相談を受け付け、それぞ

れの専門業界、団体が解決に向けたアドバイスや

情報提供、各種手続を行うことが予定されている

ところです。 

  今後におきましては、他自治体の取り組みの状

況などを参考にしながら、庁内の関係各課による

プロジェクトチームでの話し合いを進め、市内の

若手の団体による利活用に関するワークショッ

プなどを開催するほか、関係機関とも連携し、本

市の特色を生かしたさまざまな空き家の活用方

法について情報提供できるよう検討してまいり

ます。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

  〔須佐達朗総務部長登壇〕 

○須佐達朗総務部長 私からは、１項目め、空き家

対策についてのうち（４）市の体制強化について

と、３項目めの米沢市職員定員適正化計画につい

て御答弁申し上げます。 

  まず、空き家対策に対する市の体制強化につい

てであります。 

  空き家対策に総合的かつ専門的に取り組む部署

があるべきとのことですが、３年ほど前に内部で

検討した結果、関連する部署が連携して対応する

という現行の体制となったところでございます。 

  空き家問題に関する担当は、先ほどもありまし

たが、防災、防犯、衛生、景観など広範多岐にわ

たっております。これら全てに専門的に対応し、

なおかつ空き家とならないような予防策、それか

ら空き家の老朽化の進行防止対策、そういったと

ころまで講ずるとなると相当の規模の組織が必

要となります。また、それらの部署の職員にあっ

ては、広い分野の課題に対して専門的、総合的に

対応できる知識と経験が必要とされ、知識の習得、

経験の積み上げ、そして組織の成熟には一定の時

間がかかるものと認識しております。 

  一方で、空き家担当部署を置いたとしても、実

際に問題が発生した場合には各専門分野、所管す

る課に相談しながら、各課が連携して対応してい

くという状況が想定されます。このようなことか

ら、当面は今の体制で取り組んでいきたいと考え

ているところでございます。 

  なお、空き家等対策の推進に関する特別措置法

が施行されましたことを契機に、各自治体におい

ても対応が変わってくる、変化が見られると思っ

ております。そんなことも踏まえながら、他市の
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状況も参考としながら機能的な体制づくりにつ

いて研究していきたいと思っております。 

  次に、３項目めの米沢市職員定員適正化計画に

ついての御質問にお答えいたします。 

  初めに、削減人数の根拠についてのお答えでご

ざいます。 

  本年４月に作成し先月御報告いたしました平成

27年度からの職員定員適正化計画においては、平

成27年４月１日現在の職員数から、平成33年４月

１日の職員数ですが、これを7.5％程度、43人削

減する数値目標を定めております。 

  この数値目標の根拠につきましては、所属長に

対してヒアリングを実施することで業務を把握

しております。そして、それらに検証を加えると

ともに、本市の厳しい財政状況を踏まえまして、

行財政運営の健全化が図られるよう組織・機構の

見直し、事務事業の見直し、さらには民間委託等

を進めながら、本市が直接行うべき業務の遂行に

必要な人数を確保したところであります。 

  次に、今後の業務量をどのように見ているかに

ついてお答えいたします。 

  今後、少子高齢化や人口減少の進展等に伴いま

して新たな業務が発生することは否定はできま

せん。しかし、新たな業務の発生も含めた業務の

見直しについては、所属長に対して実施するヒア

リングの中で適切に把握しているところであり

ます。業務の集約化、縮小等を図り、スクラップ・

アンド・ビルドを実施することによりまして業務

量の軽減を図り、組織の肥大化を抑制し、行政サ

ービスを低下させることなく、また職員の負担が

過度に大きくなることのないよう取り組んでい

くものでございます。さらに、終期を迎えた事業

につきましては、事業の完了と同時に職員の配置

や組織の見直しを行うことで、その時々に求めら

れた状況に対応していくことが可能だと考えて

いるところでございます。 

  なお、これまで行ってきました業務の見直しに

つきましては、組織の見直しとあわせ適切であっ

たと認識しているところでございます。 

  次に、大規模災害の例を述べられましたので触

れますと、広域的な大規模災害については住民だ

けが被害者となるものではありません。行政や公

的防災機関、それからそれらの職員にも被害が及

ぶと考えております。阪神・淡路大震災、東日本

大震災の教訓として、初期活動、これが制限され

ることが当然予想されます。行政主体だけの避難

所運営は難しいということがわかっております。 

  そのため、大規模かつ突発的な災害に対しては、

避難者みずからによるお互いの助け合いあるい

は協働の精神に基づく自主的な避難所運営を目

指しておりまして、行政や施設担当者は後方支援

に協力するということとしております。 

  米沢市では、災害が発生した際の避難所開設に

つきまして、避難所ごとに行政担当者を２名程度

指定しまして、施設の管理者と避難所の代表者、

これら３者で構成する避難所運営委員会を確立

し、開設・運営をすることとしております。 

  また、避難所開設の場合には、市避難所の中か

ら安全な場所を選択しまして、被害の状況に応じ

て段階的に開設していきたいと考えております。

したがいまして、必要最小限の職員を確保し、避

難者みずからに協力をいただくことで運営が可

能と認識しているところでございます。 

  現在の地域防災計画は平成25年３月に改定いた

しましたが、可能な限り被害を軽減する「減災」

の考え方を基本とするものであります。これを基

本に、自助・共助・公助の連携を図り、地域防災

力の向上を目指して見直しを行ってきていると

ころでございます。 

  この自助・共助・公助の連携を図ることにより

まして地域防災力の向上を図っていくことを目

指していくものであることから、職員数の減に合

わせて見直しを図るものではなく、今後の職員数

減を考慮して計画を見直す予定もしていないと

ころでございます。 

  本市といたしましては、自助・共助・公助の連
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携を強めるため、自主防災組織などを育成・強化

する支援の推進に努めているところでもござい

ます。 

  次に、臨時・嘱託職員の任用根拠別の人数につ

いてお答えいたします。 

  平成27年４月１日現在の数字でありますが、地

方公務員法第22条を根拠として任用する臨時職

員の人数は、市長部局で55人、教育委員会では44

人であります。また、同じく４月１日現在の数字

になりますが、地方公務員法の第３条第３項第３

号を根拠として任用する嘱託職員の人数、市長部

局では91人であります。教育委員会では48人でご

ざいます。 

  次に、人件費は削減されたが、増加した経費も

あるのではないかについてお答えいたします。 

  御指摘のとおり、業務や組織の見直しを進める

中で新たに経費が発生する場合があることは認

識しているところでございます。新たに経費が発

生する場合といたしましては、長年培った知識、

経験が必要な業務には再任用職員を任用したり、

また必ずしも職員が行う必要がない業務などに

ついては、マニュアル化を図るなどいたしまして

臨時職員を任用しているものでございます。これ

ら職員を任用するために必要な経費が想定され

るものでありますが、このほかには、事務事業の

効率化を図るためにシステムを導入した場合、そ

ういった導入経費、それからメンテナンスの経費、

そういったものが想定されるということでござ

います。また、指定管理者制度を導入する場合や

民間委託を実施する場合には、委託に伴う物件費

等の経費が想定されるものでございます。 

  こういった経費が新たに発生した場合であって

も、行財政運営の健全化が図られるように費用対

効果を十分に検証した上で予算を計上している

ところでございます。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 太田克典議員。 

○２３番（太田克典議員） 大変詳しく御回答いた

だきまして、質問時間が切迫してまいりました。

この程度質問すればこういう答えになってくる

のかなと、初めての一般質問でわかったところで

あります。 

  初めのほう、空き家対策については、時間もあ

りませんので、要望等を何点か申し上げておきた

いと思います。 

  まず、補助金の関係、御説明もありましたけれ

ども、今後ますます空き家がふえていく、その対

処をしなければいけないということもありまし

て、この補助金の拡充についてぜひとも御検討を

お願いしたいというふうに思います。 

  また、市町村による空き家等対策計画との関係

もありますけれども、国及び都道府県の財政上の

措置、交付金があるというふうにもお聞きしてお

りますので、そちらのほうの活用もぜひともお願

いしたいというふうに思います。 

  それから、平成28年度からまちづくり総合計画、

新たな10カ年策定されるということであります

けれども、今後、この空き家問題がますます大き

な問題になっていくということは、誰が見ても誰

が考えてもそう考えられるところではないかな

というふうに思います。地元の町内会などでも市

民の皆さん方の関心、非常に高いものがあります。

ですので、このまちづくり総合計画づくりへの位

置づけをしっかりと行って十分な対策を練って

いくこと、そのことを要望しておきたいと思いま

す。 

  それから、地方創生、地方総合戦略ですけれど

も、スケジュール、年度内４回ということではな

くて、しかも財政再建計画も含めての審議という

ことでありますから、しっかりと時間をかけて、

東根市のように市民一丸となって取り組むんだ

というふうな機運を高めていく、そういったこと

もぜひとも取り組んでいただきたいというふう

に思うところであります。 

  最後の職員適正化計画ですが、ただいま地方公

務員法上の根拠、地方公務員法の３条３項３号に
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基づくというふうなことで市長部局91人、その他

48人というお話がありましたが、３条３項３号は

非常勤の特別職ということであります。このたび

の通知でも３条３項３号による任用というもの

は避けるべきであるというふうに記載されてい

ると思いますけれども、その点についていかがで

すか。どう考えられますか。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 今、太田議員は３条３項３号

の定義と最後の部分だけ申されました。その間に

はいろいろな条件がございまして、例えば職務の

内容が補助的、定形的であったり、あるいは一般

職の職員と同一と認められるような職、あるいは

勤務管理や業務遂行方法において労働者性の高

い職、本来一般職として任用されるべきもの、そ

ういったものについては特別職として任用する

ことは避けるべきということで、３条３項は避け

るべきというふうにではなくて、その間に条件が

ございます。 

  その条件について一つ一つ我がほうでも当然こ

れまでも検証してきたわけです。３条３項につい

ては何度か質問もいただいておりますので、そう

いったことについて、今回の通知を受けてもなお

３条３項には問題ないと考えているところでご

ざいます。 

○海老名 悟議長 太田克典議員。 

○２３番（太田克典議員） 労働者性がないのだと

いうふうなことで規定をされておるというふう

に思いますけれども、本市におけるこの嘱託職員

の任用の根拠、これについて３条３項３号による

ものだということについては、なお問題があるも

のというふうに考えております。例えば職場にお

いて命令を受けていないのか、労働者性というも

のが本当にないのか、そういったところをきちん

と捉えてその根拠を求めるべきだというふうに

思います。 

  そもそも臨時・非常勤の方々がつく業務という

ものは、短期、有期雇用の方々がやっているから

臨時的な業務ということではなくて、業務そのも

のが本当に臨時的なのかどうなのかということ

を考えるべきだというふうに思います。例えば人

がかわっても業務としてはずっと続いていくん

だと、すなわち恒常的にその業務は残る。そうい

うものであれば、当然任期の定めのない正規職員

で対応すべきものというふうに考えるところで

ありますけれども、実態はそうはなっていない。

臨時・非常勤の方々が雇用期間を区切られてそう

いう業務について、次々と交代させられていく。

しかし、業務そのものはずっと残っていくと。そ

ういうふうな実情にあるのではないかというふ

うに思っております。 

  時間もありませんので、最後に１点だけお伺い

しておきたいと思いますが、この職員適正化計画、

総務担当のほうで説明をされましたけれども、こ

れは教育委員会とも協議の上で計画を策定した

ものだというふうに理解してよろしいのかどう

か、その点を確認させていただきたいと思います。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 適正化計画については、全て

の職員、一般職ですが、含んでおります。そうい

う意味では教育委員会と協議をした結果でござ

います。 

○海老名 悟議長 太田克典議員。 

○２３番（太田克典議員） なかなかこのたびの質

問だけでは十分なこちらからの再度の質問をす

る時間がありませんでしたので、今後、また折に

触れてこういったことについては質問させてい

ただきたいと思います。 

  先ほどの答弁の中では、防災計画、これを職員

の削減によって見直すつもりもないんだという

ふうな答弁があったかと思いますけれども、果た

してそれでうまく万一のときに回っていくのか

どうか、その辺が大変心配されるというふうなこ

とを申し上げて、時間もまいりましたので、私か

らの質問をこれで終わらせていただきます。 

○海老名 悟議長 以上で23番太田克典議員の一般
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質問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 １時５８分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ２時１０分 開  議 

 

○海老名 悟議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  次に進みます。 

  一つ、空き家対策について外２点、５番佐藤弘

司議員。 

  〔５番佐藤弘司議員登壇〕（拍手） 

○５番（佐藤弘司議員） 公明クラブの佐藤弘司で

ございます。この壇上も大変久しぶりでございま

すので、どうかよろしくお願いいたします。 

  先般の統一選におきまして、市民の皆様より御

支持をいただきまして、３度目の当選をさせてい

ただいたところです。決意も新たに、市民生活の

向上、そして市勢発展を目指して全力で取り組ん

でまいりたいと思います。 

  さて、昨年の５月、日本創成会議の人口減少問

題検討分科会が「消滅可能性都市」に関する報告

を発表いたしました。2040年度までに全国に約

1,800ある市町村のうち49.8％に当たる896の自

治体で若年女性の数が半分になるというもので

ありまして、これらの自治体では人口再生産能力

が低下して行政機能の維持が困難になる、いわゆ

る消滅する可能性が高いというショッキングな

ものでありました。幸いというか、辛うじてとい

うか、当米沢市は入っておりませんが、危機感を

持つべきであることは言うまでもありません。 

  人口は国家の基盤であります。近年は高齢化と

少子化が加速し、地殻変動とでも言ってよい人口

減少に突入しております。日本の総人口は2008年

12月の１億2,809万9,000人をピークに、その後は

減少傾向に歯どめがかかっておりません。人口の

減少は国内市場の縮小による消費の低迷と、生産

年齢人口の減少による労働力不足をもたらしま

す。そのことは国全体の活力をそぐばかりではな

く、米沢を初めとする地方の衰退にも直結してま

いります。この人口減少の時代こそ地方自治の力

が本当に問われるのだと思います。 

  明治の廃藩置県以来の中央集権体制があります。

対して、近年、地方分権が進められようとしてい

ます。地方自治体の首長や私ども議会、そして職

員の考え方が本気で依存型から自立型に変わら

ないといけないのだと思います。そして、本質的

に変われたところが生き残り、将来を展望できる、

そういう状況に来ていると思います。 

  成長時代は集権体制でよかったとしても、現在

の成熟した日本社会、もう成長による果実で社会

福祉や地域の政策を賄えなくなってきています。

超高齢化社会に突入し、医療、介護、福祉を包括

した地域でのケアを自治体で回していかなけれ

ばなりません。 

  国も地方自治体もこれまでのような財政に頼っ

た行政は困難です。必要なのは、地域の知恵や民

間の力をどう引き出すかということです。本当の

意味での市民協働ということです。幸い米沢には、

山形大学工学部、米沢女子短期大学、そして栄養

大学の学生さんが3,600人おります。その力もか

りながら、民間企業の経済力、経営力、そして労

働力をどう引き出すのかということが持続可能

な米沢を築いていくポイントであることを念頭

に置いて質問に入ります。 

  私からも、太田議員に引き続き、集中審議みた

いになりますけれども、空き家に関する質問をさ

せていただきます。やはり大きな問題であります

し、全議員の皆さんが大体は住民の皆様から御相

談なりを受けている状況だと思います。そういう

意味から、重複する部分も多くあると思いますが、

当局におきましては誠意ある答弁をお願いをし

て質問に入ります。 

  危険家屋、倒壊家屋を含めた空き家対策につい
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て伺います。 

  昨年の10月の議会報告会でも市民の皆様から次

のような御意見や要望がありました。田舎暮らし

ブームであることから空き家バンクを実施すべ

きだ、また景観的にも国道13号線沿いの空き家対

策を要望する、さらに、ごみ屋敷的な家屋が倒壊

し空き家になっている、代執行できないかなどの

御意見でありました。もはや市内全域、全町内会

にわたる大きな課題であります。 

  花と樹木に覆われたまちづくりをうたっており

ますが、あっという間に空き家と廃屋、そして瓦

れきに覆われたまちになってしまいます。今さら

申すまでもありませんが、管理が不十分な空き家

は老朽化で倒壊するおそれがあり、災害時の避難

や消防の妨げになりかねません。また、ごみの不

法投棄や不審者の侵入、火災発生時の延焼、拡大

の原因、さらには放火など犯罪の温床になるほか、

まちの景観や衛生にも悪影響を与えます。 

  ３月議会の代表質問に対する答弁では、米沢市

内には、平成24年11月調査、これはコミセンを中

心に町内会長さん、また地区委員さんの御協力を

得て調査したものですけれども、899軒の空き家

を確認した。その後、平成25年10月施行の米沢市

家屋等の安全管理に関する条例による指導、助言

により、先ほども御答弁ありましたけれども、解

体されたものが70軒以上あることから、若干減少

したと推定しているとのことでした。やはり現在

でも800軒を超える空き家があり、ふえ続けてい

ると思います。早急に手を打つべき喫緊の課題で

あります。 

  そこで、３点について提案、質問をいたします。 

  １点目は、空き家、危険家屋に特化した（仮称）

空き家対策課とか危険家屋対策室など、ワンスト

ップ対応の部署を設けるべきだと提案をいたし

ます。 

  現在は建築住宅課が窓口になっておりますが、

内容によっては環境生活課、土木課、さらには危

機管理、またこのたび空き家対策特措法が施行さ

れたことにより税務課まで及ぶ可能性が出てお

ります。現状は全庁一本化した対応とは言いがた

い実情であります。ぜひ特化した部署の設置を強

く要望いたします。 

  ２点目ですが、国は空き家の解消へ、昨年11月、

議員立法として特措法を成立させました。そして

本年の５月26日、空き家等対策の推進に関する特

別措置法が全面施行となりました。 

  同法のポイントの一つは、固定資産税の納税情

報を活用して持ち主を把握しやすくした点、また

倒壊や衛生的に有害になるおそれのある空き家

などを特定空き家に指定、立入検査のほか撤去や

修繕を促す指導や勧告、命令が可能となりました。

従わない場合や所有者が不明な場合は行政代執

行として撤去することもできます。 

  住宅が建っている土地の固定資産税が６分の１

に軽減される特例が空き家をふやす一因とされ

てきました。これを踏まえ、15年度税制改革大綱

では、勧告を受けた特定空き家の土地を特例の対

象から外す方針が盛り込まれたところです。 

  そこでお伺いいたします。特措法施行から20日

ぐらい経過しておりますけれども、特定空き家の

判断基準となるガイドライン、倒壊など危険のお

それのある状態など含めて４項目が提示されて

おりますが、その判断、判定はどうするのか、そ

の流れなどをお聞きしたい。当事者にとっては固

定資産税が最大で６倍になる場合も想定される

中、全て納得してもらえるケースだけではないこ

とも踏まえ、伺います。 

  ３点目、国や県が対策に必要な費用を助成する

仕組みを整えたとのことですが、どのような事業

が該当するのか、その規模、割合などお知らせく

ださい。 

  全国的な空き家問題ですが、中でも当米沢は豪

雪地帯。１年、２年管理が滞れば、即特定空き家

になってしまいます。猶予はありません。空き家

バンクを創設して、移住促進や子育て世代に活用

してもらうなども必要と考えます。 
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  さらに、跡継ぎもいない、無償で提供するので

処分も含め米沢市で管理してほしいとの御意見

も複数伺いました。このような空き家を更地化す

ることで有効利活用できると思います。地域や町

内会で管理してもらい、夏は憩いの場、冬は押し

雪のスペースに活用するなどいかがでしょうか。 

  しかし、労力も費用もかかります。国、県の補

助はもとより、冒頭で申し上げました行政だけで

なく建設業、不動産業、司法書士、宅建業、そし

て金融機関など民間の力をおかりして、官民挙げ

て取り組む課題であります。いかがお考えでしょ

うか御答弁を願います。 

  次に、小学生からのがん教育の質問です。 

  その前に、余談になりますが、がんといえばよ

くたばこのリスクが取り沙汰されますが、皆さん、

去る５月31日は何の日かおわかりの方……。そう

ですね。世界禁煙デーなんです。５月31日。なの

で、それを機会に喫煙率を調査いたしました。全

国平均、男女含めて19.3％です。日本の喫煙率

19.3％。それに対して我が米沢市議会、皆さん喫

煙率は何と41.6％でした。倍ですよ、倍。いや、

これはと思いましたけれども、当局の皆さんもに

こにこしておられますけれども、今控えていらっ

しゃる当局の皆さんは37％。にこにこしていられ

ない、そういう状況でありました。中でも健康福

祉部長は吸っていないというのがせめてもの救

いですが、そういうことを考える機会となればと

思ってお話をさせていただきました。 

  質問を続けます。 

  文科省は、14年度からがんの教育総合支援事業

の一環として、昨年度は全国で21地域、70校でモ

デル事業を実施いたしました。日本人の２人に１

人ががんになると言われております。今やがんは

日本人の死亡原因のトップであり、死亡者数全体

の３割を占めます。こうした中、子供のうちから

がんの知識、予防法を伝えるがん教育を実施すべ

きとの意見があります。世界155カ国、800の組織

が参加するＮＧＯ（国際対がん連合）の日本委員

会は、本年２月、小学生からのがん教育の必要性

を訴えるシンポジウムを開催いたしました。 

  なぜ小学生から必要かといえば、日本人の寿命

が延び、超高齢化社会になり、がん患者が急増し

ています。しかし、がんに代表される非感染性慢

性疾患であるがんも含めた糖尿病、高血圧、慢性

肺疾患はかなり予防が可能な病です。病気を防ぎ

健康寿命を延ばすために、また医療費の高騰を抑

え、若い世代の負担を減らし健全な医療システム

と社会保障システムを維持するために、予防する

ことが必要であります。つまり30年、40年先を見

据えて今から手を打つべきであります。 

  がん細胞は多数の遺伝子が段階的に変化して生

じるので、普通発生には何十年もかかり、また発

生しても病気としてのがんになるまでにはさら

に十数年かかることを知るべきであります。がん

は幾つもの段階を経てゆっくりと進行する「だん

だん病」だということです。「だんだん」という

のは、徐々にとか少しずつという意味です。病気

としてのがんの発生は中年以降にうなぎ登りで

ふえていきますが、実は、がんの発生は若い時代

から徐々に進行しているのです。がんはだんだん

病であることを子供たちによくわからせれば、自

分の健康は自分で守るという姿勢が身について

いくのではないでしょうか。ナイーブな小学生だ

からこそ効果があるのです。 

  がんを総合的に教えるとなると、教えることが

膨大にあり、小学生の理解を超えるところが多く、

教える先生の負担も大きいですし時間も足りま

せん。なので、がん予防の「姿勢教育」に絞れば

小学生からでも十分に教えることができると思

います。「姿勢教育」、いわゆる交通事故や風邪、

食中毒、虫歯の予防を教えるのと同じ次元と考え、

がん予防を教え込むことです。難しい知識を教え

るのではなく、日ごろの生活習慣を守ることで効

果を発揮することを教えるということです。 

  がんを教えることを通して、１番目には、生き

る力を養う、２つ目に、人生や死を考えさせる、
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３つ目には、医学的知識を与えるなど、さまざま

な教育方法がありますが、社会的重要性から考え

ると、第一の目標はがん予防の姿勢を身につけさ

せることです。小学校で先生が熱意を持って子供

たちにがん予防の大切さを教えることで、初めて

米沢全体でがん予防の大きな成果が得られると

考えるところであります。ぜひ小学生からのがん

教育、取り組むべきだと思いますが、いかがでし

ょうか。米沢の小・中学校の現状や文科省のがん

教育支援事業とのかかわりなどを伺います。 

  次に、米沢市の公会計制度についてお伺いをい

たします。 

  総務省は、全国の自治体に、2017年度までの３

年間にＩＣＴ（情報通信技術）を活用した固定資

産台帳の整備と複式簿記の導入を求める通知を

出したところです。あわせて、財務書類の作成手

順や活用方法を統一的基準で示した「地方公会計

マニュアル」も公表しました。 

  これまでの地方自治体の公会計は、現金の流れ

を中心に置いた単式簿記（現金主義）で行われて

いました。単式簿記は、一般家庭の家計簿と同様

で身近な会計処理であります。非常にわかりやす

く、適切な出納管理ができる。反面、資産や負債

などのストックに関する情報がわかりづらいこ

とや、現金支出を伴わない費用を把握することが

できないなどの問題があり、それらを払拭するこ

とができる複式簿記（発生主義）による財務書類

の整備が制度改革として全国的に進められてき

ました。東京都は先駆けて平成18年度より複式簿

記を採用して、成果を上げたところです。 

  本市については、９月決算のときに貸借対照表、

また行政コスト計算書などの財務諸表を参考資

料として提示するなど、平成20年度から取り組ん

でいることは承知しております。 

  公会計制度の改革は、財政運営の透明化を実現

し、行財政に対する住民の信頼感を高めることに

もつながるとされています。米沢市は非常に厳し

い財政運営に陥っており、現在、当局は財政健全

化計画を作成中でありますが、そのような状況で

あるからこそ、さらに公会計制度の改革に取り組

むべきであります。 

  そこで、１、当市の公会計の現状を伺います。

私自身、財政や会計に関しては非常に理解しがた

いところでありますので、市民の皆さんにもわか

るよう説明いただければありがたい。２、総務省

が本年改めて複式簿記新制度の導入を求めたこ

とに対しての取り組み、対応、計画などについて

お伺いいたします。 

  以上、壇上よりの質問といたします。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの佐藤弘司議員の御質

問にお答えをいたします。 

  私からは空き家対策についてお答えをします。

その他につきましては部長よりお答えします。 

  初めに、空き家、危険家屋に特化した部署の設

置についてですが、空き家、危険家屋に特化した

部署というのは一つの考え方、アイデアではあり

ますが、空き家問題に関する分野は、防災、防犯、

衛生、景観など広範多岐にわたりますので、現実

として１つの部署で全てに対応するのは難しい

ものがあると考えています。このようなことから、

各部署の連携を緊密にして取り組んでいくのが

妥当と考えております。 

  なお、空き家対策の推進に関する特別措置法が

施行されたことを契機に各自治体における対応

も変わってくる可能性がありますので、今後、他

市の状況も参考にしながら、機能的な体制づくり

について研究していきたいと考えています。 

  続いて、空き家等対策の推進に関する特別措置

法の活用と対応についてでありますが、この（略

称）特措法では特定空き家等と認められる大まか

な基準について４つ示しており、その判断する参

考となる基準が５月末に国から示されましたの

で、この基準に従い判断することになります。た

だし、特定空き家等と判断されると最終的には行
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政代執行による強制撤去の対象となる強い公権

力の行使を伴う行為が含まれておりますので、そ

の措置や手続については慎重に判断すべきもの

と考えております。 

  特定空き家と判断された場合は、所有者に対し

て助言または指導内容及びその事由について文

書にて告知いたします。特措法に規定された行政

代執行は最終手段でありますので、最初は所有者

等に対する助言または指導といった行政指導に

より、所有者等みずからの意思による改善を促す

ことから始めます。改善されなければ相当の猶予

期間をつけて勧告をします。この勧告により、空

き家問題の大きな要因となっている固定資産税

等の住宅用地特例の対象から除外されることに

なります。それでもなお必要な措置をとらなかっ

た場合は、相当な猶予期限をつけて命令を行いま

す。命令を行っても必要な措置をとらない、とっ

ても十分でない場合は、行政代執行の手続に従い

代執行をすることになります。以上が行政代執行

までの大まかな流れとなります。 

  次に、地域や民間との協働の対策についてです

が、空き家の適正管理や利活用については、自治

会や町内会等の地域の方々、不動産業者、建設業

者等と連携して進めていくことが今後は重要で

あると考えています。 

  本市において空き家バンクはまだ設置しており

ませんが、空き家の売買、賃貸、管理、解体、相

続などの相談窓口については、それぞれの専門業

界、団体がメンバーとなっています山形県空き家

活用支援協議会がことし７月に空き家利活用相

談窓口を本市に設置予定ですので、市民の皆様に

利用していただけるよう周知をしていきたいと

考えています。 

  また、空き家の利活用方法、リフォーム経費の

補助等の空き家対策について、関係各課で構成す

る庁内プロジェクトチームの話し合いを継続し

て進めてまいります。将来的には地域コミュニテ

ィーの適正な維持、空き家の解消はもとよりＵＩ

Ｊターン希望者への支援策にもつながっていく

ように、地域や民間、さらには県と連携し協力し

ながら情報交換を行っていきたいと考えていま

す。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 原教育長。 

  〔原 邦雄教育長登壇〕 

○原 邦雄教育長 私から佐藤弘司議員の御質問に

お答えをいたします。 

  小学校からの「がん教育」について、２点につ

いてお答えをいたします。 

  １点目は、将来を見据え、予防の姿勢を身につ

けさせる教育についてお答えをいたします。 

  学習指導要領の中では、小学校におきましては

体育科の目標として「心と体を一体と捉え、健

康・安全の理解を通して、健康の保持増進を図り、

楽しく明るい生活を営む態度を育てる」こと、中

学校においては保健体育科の目標の中でさらに

「健康の保持増進のための実践力の育成を図る」

ことが示されております。 

  これに基づいて、小学校の３年生から自分の体

や健康についての指導をしております。特に、平

成23年度から小学校、平成24年度から中学校が実

施している現行学習指導要領では、身近な生活に

おける健康・安全に関する基礎的な内容を重視し、

みずからの健康を適切に管理・改善していく能力

の育成のために、系統性のある指導ができるよう

に内容がより明確に示されております。 

  がんに関しましては、主に小学校６年生と中学

校３年生の内容で指導することになっておりま

す。小学校では、「生活の仕方と病気の予防」の

中で、生活習慣病の一つとしてがんに触れており

ます。また、「たばこ・アルコールの害」の中で、

たばこの影響として、たばこを吸う人のがんの死

亡率が高いことなどを主に６年生が年間８時間

程度の中で学んでおります。中学校では、「生活

習慣病の予防」「喫煙の害と健康」「飲酒の害と

健康」の中で、がんについて主に３年生が年間16
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時間程度の保健分野の学習の中の一部として学

んでおります。 

  がんの種類はさまざま挙げられておりますが、

特に喫煙と関連させて肺がんは小・中学校を通し

て取り上げられております。学校によりましては、

高学年の児童を対象にした学校医による講演会

を実施し、防煙教育を行っているところもござい

ます。 

  また、公益財団法人がん研究振興財団よりがん

の正しい知識の普及とがん予防の啓発のために

リーフレットが配付されております。中学校２年

生を対象に配付依頼が多く、子宮頸がん、乳がん

等の女性特有の内容のものも男女どちらにも配

付し、指導の機会としております。 

  今後も自分の心と体に関心を持ち、現在及び将

来にわたって健康な生活を送るために、正しい知

識を小学校、中学校から学習することはとても大

切であると捉え、学年の発達段階に合わせた指導

を進めてまいります。 

  ２点目は、文部科学省のがんの教育総合支援事

業とのかかわりについてお答えをいたします。 

  平成24年６月にがん対策推進基本計画が策定さ

れました。がん患者を含む国民が、がんを知り、

がんと向き合い、がんに負けることのない社会を

目指すことが背景となっております。これに基づ

いて行うがんの教育総合支援事業は、学校での教

育のあり方を含め、健康教育全体の中でのがん教

育について平成24年から28年の５年以内に検討

することになっております。今年度からは学習指

導要領改訂の検討も始まり、検討結果に基づいて、

教育活動の中での実施を目指しております。 

  さきに述べましたように、現在の学校では健康

の保持増進と疾病予防といった観点から、がんの

予防も含めた健康教育に取り組んでおります。し

かしながら、現在の教育内容では、がんそのもの

やがん患者に対する理解を深める教育は不十分

であると指摘されております。児童・生徒が健康

と命の大切さについて学び、小さいころから健康

に関心を持ち、みずからの健康を適切に管理し、

がんに対する正しい知識やがん患者に対する正

しい認識を持つように教育することを目指し、本

事業が実施されております。 

  がん教育の目標として、大きく２つ挙げられて

おります。 

  １つは、がんが身近な病気であることを知り、

予防・早期発見・検診への関心や正しい知識を身

につけること。 

  ２つ目は、自他の命の大切さを知り、自己の生

き方を考える態度を育てることです。 

  平成26年度はがん教育のあり方の検討会とモデ

ル事業の２つが実施されました。有識者から成る

あり方検討会は文部科学省に設置されておりま

す。また、モデル事業は全国21の道府県指定都市

で実施されておりますが、山形県を含む東北６県

は該当しておりません。 

  しかし、今年度から10年間の取り組みでありま

す第６次山形県教育振興計画の中でも、目指す人

間像として、「いのち」をつなぐ人・学び続ける

人・地域とつながる人と、３つ挙げられておりま

す。命の教育については第５次教育振興計画から

引き継いでおり、県としても大切なものと捉えて

いると考えます。 

  命を大切にする子供たちを育てていくためにも、

国の取り組みの動向を踏まえ、これからのがん教

育のあり方について考えていく必要があると感

じております。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

  〔須佐達朗総務部長登壇〕 

○須佐達朗総務部長 私からは、３項目めの新公会

計制度の導入についてお答えいたします。 

  現行の予算・決算制度は、現金の流れに中心を

置く、いわゆる現金主義の単式簿記で行われてお

ります。単式簿記は身近なところでもよく目にす

る会計処理でありまして、わかりやすく適正な出

納管理を行うことができるものであります。 



- 92 - 

  しかし、資産や負債というストックに関する情

報が不足することや、現金支出を伴わない費用を

把握することができないなどの欠点がありまし

て、それらを補完することのできる発生主義の複

式簿記による新たな財務書類の整備が全国的に

進められているものでございます。これにつきま

しては、御指摘のとおり、本市におきましても平

成20年度決算から本格的に取り組んでいるとこ

ろでございます。 

  具体的には、本市が保有する財産や市債の残高

などをまとめた「貸借対照表」、それから経常的

な行政運営に係る経費とその財源を明らかにし

た「行政コスト計算書」、貸借対照表の純資産の

部に計上されている数値の１会計年度間の変動

をあらわした「純資産変動計算書」及び経常的収

支の部などの活動区分ごとに資金収支を把握す

るための「資金収支計算書」の、いわゆる財務４

表を作成しております。このように作成しました

財務諸表は、議会はもとより、本市のホームペー

ジにも掲載しまして広く公表しているところで

ございます。 

  複式簿記によります財務諸表の導入に当たって

は、いわゆる「基準モデル」と「総務省方式改訂

モデル」の２つのモデルが総務省より示されてお

りました。 

  基準モデルは、民間企業の考え方と会計実務を

もとに、原則として個々の取引情報を発生主義に

よりその都度複式記帳して作成することを前提

としたものであります。固定資産評価は、全ての

資産を公正価値により時価評価しております。一

方、総務省の改訂モデルですが、全国統一の決算

調査であります地方財政状況調査、いわゆる決算

統計の決算数値の累計等を用いて財務諸表を作

成するもので、本市でも採用しているモデルであ

ります。 

  しかしながら、この総務省改訂モデルにつきま

しては、既存の決算統計のデータを活用した簡便

な作成方式であります。また、固定資産台帳の整

備が必ずしも前提とされていないこと、そして、

２つのモデルのほかにも、お聞きになったことが

あるかと思いますが、東京都方式と呼ばれる公会

計モデルも存在します。総務省改訂モデルを採用

する自治体の割合が多いものの、これと異なるモ

デルを採用する自治体もありまして、比較が難し

い状況にあるというものでございます。 

  そのため、御指摘のように、国から固定資産台

帳の整備と決算統計データの活用によらない複

式簿記の導入を前提としました財務書類の作成

に関する統一的な基準が示されたものでござい

ます。原則として平成27年度から平成29年度まで

の３年間で、全ての地方公共団体において統一的

な基準による財務書類などを作成するよう国か

ら要請されているところでございます。 

  本市においても現在、固定資産台帳の整備に向

けた準備を進めているところでございます。今後、

具体的作業に着手すべく予算措置も必要と考え

ているところでございます。なお、固定資産台帳

は財務書類作成のための基礎資料となるだけで

はなくて、更新・統廃合などのいわゆる公共施設

等のマネジメントにも活用が可能となるもので

ございます。 

  地方公会計は、現金主義会計による予算・決算

制度を補完するものとして、現金主義会計では見

えにくいコストやストックを把握することで中

長期的な財政運営への活用が期待されるもので

ございます。そのため、その整備を推進していく

ことは極めて重要であると考えているところで

ございます。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） それでは、まずがん教育

について伺いますが、まず、私自身はもう30年先、

40年先ということで手おくれなわけですけれど

も、自分のことは棚に上げて質問しているわけで

すけれども、このがん教育を受けた子供さんが、

二次効果といいますか、自分のお母さん、お父さ



- 93 - 

んに対して健康診断を勧める等々の二次的な効

果といいますかそういうものもあって、大変これ

は子供さんだけでなく社会的にもそういう効果

があるということで評価をされているところで

あります。 

  そこでお聞きしますけれども、先ほどの答弁で、

小学生は６年生、中学生は３年生でそれぞれ小学

校８時間、中学校16時間をとっているということ

ですが、教育活動の中でという表現とか指導とい

う言葉が出てきますけれども、授業としてはやっ

ていらっしゃらないのでしょうか、ちょっとお聞

きいたします。 

○海老名 悟議長 原教育長。 

○原 邦雄教育長 教科という中で保健の授業等で

やる場合と、それから総合的な学習であったり学

級活動の中であったりという、いわばいろいろな

形でこの病気等について学習するというような

仕組みがありますので、余り教科にとらわれない

形でやる場合もございます。 

  なお、専門的な知識が必要だということでは、

お医者さんに来ていただいて、保護者を巻き込ん

での講演会等々で周知徹底をするんだという学

校も何校かございます。 

○海老名 悟議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） そうすると、今おっしゃ

られたそういうさまざまなものの時間の合計で

８時間、16時間という考えでよろしいですか。は

い、わかりました。教育委員会としても重要だと

捉えていらっしゃるということで、今後とも力を

入れてやっていただきたいと思います。 

  もう１点確認しますが、全体としてそういうこ

とだという報告でありますが、学校ごととか、そ

ういうもののばらつきというのはないかという

質問をしたいと思うんです。ということは、別な

話になりますけれども、実は米沢市の歴史、観光

面で、いわゆる市民の方からこうした意見を頂戴

したところです。実は、私は西部ですので、西部

の御廟所とか、あとは関根の普門院、直江石堤な

どのそういう重要な歴史文化の施設、そういうと

ころを地元の子供、大人もそうですが、知らな過

ぎるということで、こういう状態で例えば大人に

なって出張に行ったりお嫁に行ったりして地元

米沢のよさをアピールできるわけがないという

ようなことで、小学校、中学校でもきちっとそう

いう現地に行って見学するなりそういうものが

必要だということで、実は教育委員会でこの前調

べていただいたんです。この３点に関して。そう

しましたところ、３カ所を全部見学・勉強してい

るところと全然やっていないところ、あと１カ所

だけしているところとか２カ所しているところ、

結構ばらばらなんですね、これ。もちろん例えば

御廟所に近い西部小学校なんかは当然そこの部

分はやっていますが、直江石堤には行っているが

普門院には行っていないとか、そういう部分でか

なりの温度差があります。この部分に関してはま

た別の機会に聞きますが、このがん教育に関して

も学校ごとのばらつき等々がないかどうかちょ

っと確認します。 

○海老名 悟議長 原教育長。 

○原 邦雄教育長 全部の小・中学校で数値を求め

ているということは今までなかったものですか

ら、実際にこの時数を確保してがん教育について

指導しているかと言われますと、ちょっとやはり

わからない部分もあるわけでけれども、決められ

たこの時間の中でやるという原則はあるわけで、

しっかりこの中で指導してほしいという思いは

あります。 

○海老名 悟議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） ぜひ実態をつかんでいた

だいて徹底していただくように要望をいたしま

す。お願いいたします。 

  それでは、空き家に関してお聞きいたしますが、

太田議員のところでもかなり具体的な答弁があ

ったわけでございますが、一部事例を挙げてちょ

っとお聞きいたします。 

  ことしの冬、御存じのように、広幡町成島の倒
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壊事例がありました。結果的には、１月19日から

４月６日の小学校入学式前まで２カ月以上にわ

たり市道を通行どめにした事例であります。私も

相談を受けて、最初、建築住宅に行きました。通

行どめになっていたものでそれを聞いたら、それ

は土木課がしたんだと言うので、土木課に行きま

した。そのとき、傾きがあったものですから通行

どめにしたという話でした。なんだかんだお話し

したり相談しているうちに、２月16日に実際倒壊

して、市道に散乱したという状況です。そうした

ら、どうするんですかと聞いたら、いや、うちで

はなくてそれは今度危機管理が対応していると

いうことで、今度、危機管理に私聞きにいって、

空き家ではありませんから、御当人と今後どう対

応するか打ち合わせをしていると。これ、窓口一

本化していると言えますか。私でさえ３カ所、４

カ所動かされるわけですから、町内会長さん相談

に行って、どうする。なっているとは言えません、

とても。 

  先ほどプロジェクトチームがあると言いました

けれども、あるんですか、実際。お聞きします。 

○海老名 悟議長 宍戸建設部長。 

○宍戸義宣建設部長 １月29日から４月６日まで広

幡町成島で通行どめになったわけですけれども、

議員おっしゃるように、最初は建築住宅課でさま

ざまに指導していた。次は土木課、次は次はとい

うふうになってしまいました。これはやはり最後

まで建築住宅課のほうで、そこで全部情報を把握

しておくべきだったなというふうに反省をして

おります。そういう面では、専門的な部署はなく

てもさまざまな情報を把握している建築住宅課

でありますので、その進行の状態とかそういった

ものは今後把握をしてまいりたいというふうに

思っております。 

○海老名 悟議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） 市長の答弁でプロジェク

トチームがあるという、それはあるのですか。 

○海老名 悟議長 宍戸建設部長。 

○宍戸義宣建設部長 適正な家屋の管理を進める、

そういう意味で、さまざまな条例を制定する際に、

空き家対策検討会を組織しております。それはさ

まざまな利活用であったり、さまざまな指導であ

ったり、景観上の問題があったり、衛生的な問題、

さまざま管理をそういった条例のほうに盛り込

むということで、そこでさまざまな情報を共有し

ながら、体制をそこで何が望ましいのかというこ

とを考えておるところでございます。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 答弁で少し御理解のずれがある

ようなので、もう一遍答弁させていただきます。 

  プロジェクトチームというのは、今、空き家が

ある、倒壊の危険性のある空き家をどうするかと

いうようなことのためのプロジェクトチームで

はなくて、空き家の利活用方法とかリフォームと

か、そういうことに対する対策のプロジェクトチ

ームということで申し上げました。 

  あと、倒壊家屋について今二度の御質問があっ

たように、各部署でたらい回しみたいなことにな

るとこれは非常にうまくない話で、それは窓口が

１つになっていないからというよりは、主として

手がけなくてはいけない窓口が、今部長がお答え

しましたように、最後まで責任を持って仕事を追

っかけていくというそこのところに問題がある

ように思っています。 

○海老名 悟議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） あと、先ほど太田議員の

答弁で須佐部長が、庁内連携して当たると、あと

大きいいわゆる組織になってしまうとか、あと専

門的な知識が必要なので今今はできない、時間が

かかる等々の答弁がありましたが、800軒ある。

大問題ですよ、やはり空き家は。ですから、その

ぐらいの別組織をつくっても当たるべきですよ、

これ。解決に。本当に。800軒ですよ、これ。こ

れから減るよりもふえるほうがどんどん多くな

りますから、これはそのぐらいの組織体制を強化

してもぜひやるべきだと思います。 
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  ３月の前任の建設部長の答弁で、この通行どめ

にした件で、市民の安全・安心を第一に考えて通

行どめにしたという答弁でした。それは違うんじ

ゃないのと山田議員が言いましたけれども、市民

の安全・安心を最優先にして２カ月とめたら、火

事起こったり、救急車のときどうするのですか。

集落分断して。そういうことを考えた場合、第一

に考えるならば、誰が費用払うなんてどうのこう

のと言っていないで、全部さっさと片づけて通す

べきです。今の部長の見解はどうですか。 

○海老名 悟議長 宍戸建設部長。 

○宍戸義宣建設部長 通行どめにする際は緊急車両

が当然入れなくなるわけなので、そこの区間につ

いては図面を示しながら消防当局のほうに情報

を流していたり、警察当局のほうにも情報を流し

ております。ですので、そういった緊急車両の場

合についてはそういう連携を図っているところ

でございます。 

  あと、具体的にその場所については、その場所

を通らないと先に進めないというところではな

くて、すぐ近くに国道287からすぐおりられる道

路もあります。 

○海老名 悟議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） それは承知していますが、

だから、通行どめをして例えば救急車の到着がお

くれることはあっても早くなることはないです、

多分。ですから、安全を考えて２カ月市道をスト

ップするという考えはやめてもらいたいと思い

ます、私は。何ぼ迂回路といったって、あの上ま

で上ってまた落ちていかなければいけない、実際。

集落の集まりだって大変不便を来しているとい

う状況ですということをまず認識しておいてく

ださい。 

  あと聞きたいのは、特定空き家の判断、これを

誰がどうしてするのか明確にお答えください。 

○海老名 悟議長 宍戸建設部長。 

○宍戸義宣建設部長 国から特定空き家等の基準、

ガイドライン、具体的にこの４つの基準のうち、

例えば柱が曲がっているですとか、こういう場合

はこうですとかという、そういう具体的な例があ

ります。それに基づいて市が判断していくことに

なります。 

  ただ、さまざまな個人の所有関係について制限

していくということになりますので、行政だけで

そのガイドライン、基準を決めていくということ

ではなくて、さまざまな有識者、市民、さまざま

なところからお聞きをしながら、十分考えて設定

をこれからしていきたいと思います。 

○海老名 悟議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） ですから、先ほど私が言

ったように、行政だけでなく、これから建設業で

あれ、行政書士の先生であれ、やはりそういう方

の御意見を聞きながらその特定空き家の判断を

していくということですね。 

○海老名 悟議長 宍戸建設部長。 

○宍戸義宣建設部長 そのとおりでございます。 

○海老名 悟議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） ３月のときにもそういう

特定空き家の、そのときは特定空き家とは出てこ

ない、そういう危険な空き家のチェックをどうす

るのだという質問に対して、月２回の建築確認、

新築確認や大風とか大雨、大雪降ったときの、低

気圧が通過してちょっとそこら辺に被害が及ん

でいるのではないかというその点検のときに見

て回るという答弁でした。何かお仕事のついでに

見に行くみたいな感覚するわけですけれども、そ

の辺の対応といいますか、お考えはどうですか。 

○海老名 悟議長 宍戸建設部長。 

○宍戸義宣建設部長 24年11月時点で899軒、そのう

ち適正に管理されていない家屋が240軒、その後

に解体されたのが70軒ですので、その把握につい

てはきちっとデータベースになって、そのうちで

もどこがどういう場合について危険だと、そうい

うことで、どこから回ってチェックするという体

制は整えております。ですので、議員御指摘のよ

うな甘いとかそういったものではないことを御
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理解いただきたいと思います。 

○海老名 悟議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） 時間もないのでまた聞き

ますが、先ほど解体に関しては市の助成があると

言いましたけれども、金額的な限度、あと件数的

な限度はあるのですか。最高130万円とかという。 

○海老名 悟議長 宍戸建設部長。 

○宍戸義宣建設部長 最高で120万円です。予算につ

いては手元に資料がなくて、解体費用の10分の８、

そして120万円の上限ですので、これを使って昨

年、１件利用していただきました。 

○５番（佐藤弘司議員） 上限とか決まっているの。

件数とか、予算的に。 

○宍戸義宣建設部長 なかなか経済的な事情のある

方についてということで、何件かは相談あったわ

けですけれども、その条件に合わない方というの

があったからだと思います。 

○海老名 悟議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） 特に決まってはいないん

だね、予算で。街灯の補助とかああいうもののよ

うに年間何台、金額幾らということが明確に決ま

っているわけではないわけですね。これからです

ね。 

○海老名 悟議長 市としての予算は組んであるか

どうかということですよね。 

○５番（佐藤弘司議員） 市長もさっき解体などの

費用を助成しという言葉がありましたけれども、

そこです。時間がありません。一言お願いします。

いいです。後で教えてください。 

○宍戸義宣建設部長 はい、わかりました。 

○海老名 悟議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） 特措法が施行なってまだ

20日しかたっていないということもありますけ

れども、いろいろな事例があります。地域の集会

所にしたときは県が半分出すとか、国が半分出す

とか、あとポケットパークとして活用した場合は

どうのこうのといろいろな制度がありますので、

お互いに研究してまいりましょう。よろしくお願

いします。 

  最後に公会計ですけれども、１点だけ確認しま

すが、現在は９月の決算のときにそうした財務諸

表を複式簿記で発表していますが、常日ごろの会

計や全庁的な公会計は単式簿記でやっていると

いうことでよろしいですね。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 単式現金主義を補完するとい

う形で考えておりますので、通常はおっしゃると

おりでございます。 

○海老名 悟議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） そうすると、今年度、総

務省がわざわざ改めて３年計画で複式簿記新制

度に移行してくださいという要請に対するその

捉え方というのはどうなんですか。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 各団体ごとで捉え方は違わな

いと思うのですが、つまり自分の団体が他の団体

と比較したときにどういう財政状況、資産状況に

あるのかというのを比較しやすいその資料とし

て準備すべきだと。それも職員だけではなくて市

民も、あらゆる方が見やすくすべきだと、そして

それについては基準を統一すべきだという考え

方に立っているということです。 

○海老名 悟議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） 時間もありませんのであ

と終わりますが、またわからない点を何回も聞き

ますので、どうかよろしくお願いします。ありが

とうございました。 

○海老名 悟議長 以上で５番佐藤弘司議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ３時０９分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ３時２０分 開  議 
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○海老名 悟議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  この際お諮りをいたします。 

  本日の会議が定刻の午後４時まで終了しない場

合、会議時間を日程終了まで延長することにした

いと思いますが、御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○海老名 悟議長 御異議なしと認めます。 

  よって、本日の会議が定刻の午後４時まで終了

しない場合、会議時間を日程終了まで延長するこ

とに決まりました。 

  次に進みます。 

  一つ、森林資源の有効活用について外２点、24

番我妻德雄議員。 

  〔２４番我妻德雄議員登壇〕（拍手） 

○２４番（我妻德雄議員） 市民平和クラブの我妻

德雄です。本当に久しぶりにこの場に立てること、

かなり緊張しております。きょうの最後になりま

したけれども、ちょっと緊張しながら最後まで務

めさせていただきたいと思います。よろしくお願

いします。 

  森林は、木材などの供給のほか、国土の保全や

水源の涵養、生活環境の保全などさまざまな機能

を有しています。近年では、生物多様性の保全や

地球温暖化の防止など、地球的視野での森林の果

たす役割にも大きな期待が寄せられています。 

  これらの機能は、森林が健全に保たれることで

発揮されるものです。さまざまな樹種が混生する

ことで生物多様性が構築され、安定すると考えら

れています。木の根元の植生が豊かになり、表土

の流出を防いで土砂崩れや地すべりといった災

害防止効果が生まれます。木材利用が促進すれば、

森林の手入れが進んで健全さが維持され、多面的

機能が持続的に発揮されると考えられます。 

  本市の森林面積は４万1,939ヘクタールで、市域

の76％を占めています。杉を主体とした人工林は

8,109ヘクタールです。そして、その人工林の多

くは、木材価格の低迷で間伐や枝打ちなどの手が

入らずに、森林の中まで日光の届かない森となっ

ています。 

  日本の木材供給率は20％を下回る水準で長く低

迷していました。しかし、近年は新たな建築用材

ＣＬＴ（直交集成材）の登場や木材のエネルギー

利用など、木材需要が高まり、森林資源の価値が

見直されつつあります。計画的な伐採と再造林の

サイクルを確立する好機と言えます。 

  まず、本市木材の使用実績と推移をお尋ねいた

します。 

  また、本市の有効活用できる森林資源の年間の

成長量はどのくらいになるでしょうかお尋ねい

たします。 

  次に、豊かな森林資源を生かした産業の育成に

ついてお尋ねします。 

  市長はよく産業の育成を訴えられております。

私も同感です。全国で企業誘致を争っているよう

な状況の中で、本市への企業誘致も思うように進

んでいません。企業誘致も大事です。それと同時

に、本市の豊かな資源を生かした産業の育成を進

めることが多くの雇用を生み、経済の活性化につ

ながると考えます。 

  本市の周辺部、中山間地は、森林資源が豊富で

す。しかし一方で、人口減と高齢化が進んでいる

のもこの地域です。森林資源を生かした産業の育

成ができれば、森林産業をてこに、まちにはない

付加価値を生み出し、雇用の場をきちんと確保し、

豊かな充実した地域をつくることができます。 

  産業の育成は中山間地の過疎対策としても有効

な手段と考えます。国、県の支援策はどのように

なっているでしょうか。そして、市の豊かな森林

資源を生かした産業の育成を積極的に進める必

要があると考えます。本市の見解をお聞かせくだ

さい。 

  続いて、木質バイオマス発電の可能性について

お尋ねいたします。 

  木質バイオマス発電は、発電事業だけでなく、

木材の伐採、集積、運搬など多くの雇用を生み出
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すと考えられます。例えば5,000キロワットの木

質バイオマス発電施設は１万2,000世帯分の電力

を賄い、発電収入は12億円、燃料代は約７億円、

そして発電事業だけでも50人規模の新規雇用が

生まれると試算されます。さらに、間伐材の利用

や果樹農家の剪定で出る木材、建築現場から発生

する廃材の利用など、資源の有効活用にもつなが

ります。木質バイオマス発電が実現できればエネ

ルギーを生産することであり、少しでも化石燃料

に依存しない社会の構築に寄与することになり

ます。国、県の支援策はどのようになっているで

しょうか。 

  そして、市の豊かな森林資源を生かし、木質バ

イオマス発電事業を積極的に進めてはどうかと

考えます。本市の見解をお聞かせください。 

  次に、市有林の将来像についてお尋ねします。 

  本市は、林業を活性化し低迷する状況を打破す

る一つの方法として、長伐期施業に切りかえまし

た。これは、従来50年を標準伐期としていたもの

を、伐採林齢をおおむね２倍程度の80～100年ま

で引き延ばしたものです。長伐期施業では太い木

が生産されることから高収入が得られることと、

森林の持つ公益的機能が長期にわたり安定的に

維持されるという特徴を持っています。収穫の時

期が遅くなる分、間伐を積極的に行う必要があり

ます。 

  そして、長伐期施業であってもいずれは伐期を

迎えます。この場合の活用を今から議論し準備す

る必要があると考えます。今まで市有林にも多く

の経費を費やしてきました。伐期を迎え、この経

費を無駄にしない効果的な活用策を考えなけれ

ばなりません。本市はどのように考えておられる

でしょうかお尋ねします。 

  次に、公共建築物木材利用促進法の積極活用に

ついて質問します。 

  政府は2010年に公共建築物木材利用促進法を施

行し、校舎、体育館、庁舎などの建造で、これま

での「非木造」から「可能な限り木造」へ転換す

る方針を打ち出しました。山形県も公共建築物等

における木材の利用促進に関する基本方針を定

め、公共建築物への木材の利用を進めています。

そして、本市も2013年３月に米沢市の公共建築物

における木材促進に関する基本方針を定め、公共

建築物等における地元産木材の利用促進を進め

ています。 

  産業用資材ＣＬＴの登場で木材の高層建築が可

能となり、建築の幅が広がりました。ＣＬＴは板

を垂直に重ね合わせた集成材です。欧州では1990

年代半ばに開発されました。厚みのあるパネルに

加工でき、高い耐震性や断熱性、遮音性が期待で

きるものです。ＣＬＴが加わり、構造材として鉄

筋やコンクリートにかわって木材を使った大型

建築が可能となりました。 

  本市の公共建設においても今まで以上に地元産

木材を使用し、木材の地産地消を進めなければな

らないと考えます。本市も病院や学校建設、公共

施設も老朽化し、計画的に建てかえを進める時期

を迎えています。今後の木材を利用した公共建築

物の建築の方向性についてお尋ねをいたします。 

  次に、大項目の２点目、雪対策の強化について

の質問に入ります。 

  私たちは温暖化が進むと降雪量が減るようなイ

メージを持ちがちですが、気象庁によりますと、

豪雪地帯ではさらに雪の量が多くなると予想さ

れています。そして、１回当たりに降る雪の量も

ふえ、大雪の頻度も上がると見られています。こ

れは、気温が上がると大気が抱えていられる水蒸

気の量がふえ、雪雲が発達しやすくなるためです。

本市は豪雪地帯ですから、温暖化が進むと降雪量

がさらにふえ、本年２月１日のように、一晩に腰

丈を超えるような大雪の降る可能性が高くなる

ということです。 

  温暖化の影響なのでしょうか。今冬の大雪は例

年と違い、12月の初旬に降った雪が根雪となり、

一度に降る雪の量も多く、しかも湿った重い雪で

した。このような雪の状況で、市関係でも南原小
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学校の体育館の屋根の破損や西部小学校敷地内、

市管理の公園の立木が倒れるなどの被害が出て

います。気候変動で急な大雪の増加や雪質の変化

も指摘されており、社会変化とともに、「進化す

る雪害」への対応が必要と考えます。今冬の豪雪

においての反省、改善点等をどのように考えてお

られるでしょうか。 

  次に、計画的な流雪溝や融雪装置、融雪機能等

の整備についてお尋ねいたします。 

  最近は５億5,000万円の除雪費の予算に対して、

補正を加え10億円を突破することも珍しくなく

なりました。例年予算を大きく上回るようなこと

は、やはり異常な事態だと思います。人口減少及

び少子高齢時代に突入し、除雪環境についても時

代に即したものにしていかなければなりません。

超高齢化社会が目の前に迫っている中で、どのよ

うに雪に強いまちづくりを進めるのか。10年後、

20年後の将来を見据え、流雪溝や融雪装置、融雪

機能などの計画的な整備が必要と考えます。本市

の見解をお聞かせください。 

  次に、間口除雪制度の導入についてお尋ねしま

す。 

  中山間地では過疎化が進み、高齢化率も高い傾

向にあります。高齢者が１人で除雪することもふ

えてきています。北海道美唄市は、「克雪」を定

住人口拡大のための重要施策と位置づけて、間口

除雪を条例化し、制度として住民の冬の生活を支

えています。美唄市はかつては９万数千人の人口

でしたが、現在は２万2,000人ほど、年間降雪量

は平均8.2メートル。本市とほぼ同じ降雪量です。 

  この間口除雪制度は主に70歳以上で構成されて

いる世帯が対象です。所得に応じて１シーズン１

万円から２万4,000円を負担すると、道路除雪後

に別の重機で間口を除雪するシステムです。１シ

ーズンの出動回数は20回から40回程度のようで

す。この事業を実施した結果、人口の減少幅が以

前よりも緩やかになったと、人口減対策の効果も

出ているようです。 

  本市の人口減少も少なからず雪の影響があるよ

うに感じています。本市は雪と人口減の関係をど

のように捉えているでしょうか。 

  本市は、誰が見てもこれは大変だという高齢者

世帯に対して、除雪車の押し雪を軽減する押し雪

軽減を実施しています。今冬のような大雪の年は、

この押し雪軽減が十分機能しなかったように感

じます。この押し雪軽減制度をさらに進化させる

間口除雪を実施してはどうでしょうか。本市の考

えをお聞かせください。 

  次に、市道除雪の単価についてお尋ねします。 

  本市の場合の除雪単価は、市内一律除雪路線の

延長で支払われています。降雪量や除雪時間等は

考慮されていません。市内と中山間地の降雪量は

明らかに違います。降雪量や除雪時間などを考慮

した除雪単価とする必要があるのではないでし

ょうか。 

  次に、大項目の３点目、新道の駅を本市の経済、

観光に生かす取り組みについての質問に入りま

す。 

  全国で1,000カ所を超える道の駅は、国道沿いで

ドライバーが一休みできる休憩施設として20年

ほど前に整備が始まりました。今や単なる休憩場

所にとどまらず、地元の野菜を売る直売所やお土

産コーナー、レストランなどの充実により、人の

波が絶えない道の駅も多くあるようです。 

  道の駅は、客が集まり、商品が売れる流通・小

売りの現場としての存在感が増しています。商品

を陳列して提供するだけの時代は終わり、利用者

の顔ぶれやニーズ、生活環境変化などを的確に捉

え、利用者に必要とされる商品やサービスを生み

出すことが求められています。 

  それと同時に、その道の駅を訪れなければ購入

できない、あるいは食べられない、体験できない

など付加価値の高い商品やコンテンツを充実さ

せるなどの特色ある施設づくりが求められてい

ます。本市の考え方をお聞かせください。 

  道の駅を運営していく上で他産業との連携を図
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ることが道の駅の運営の充実につながると考え

ます。農業はもちろん、米沢織を初めとする製造

業や観光など他産業との連携をどのように考え

ておられるのでしょうか、本市の見解をお聞かせ

ください。 

  最後に、観光客の市内への誘導についてお尋ね

します。 

  道の駅を訪れ、そして市内に客を誘導できれば、

観光面での経済効果、さらに市内の商店街などの

売り上げにも貢献できると考えます。本市の考え

方をお聞かせください。 

  以上で壇上からの質問を終わります。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの我妻德雄議員の御質

問にお答えをいたします。 

  私からは、新道の駅を本市の経済、観光に生か

す取り組みについてお答えをいたします。その他

につきましては部長よりお答えをします。 

  道の駅は、現在、全国で1,040カ所に設置されて

おり、今後さらにふえる見込みであるなど、道路

利用者にとってはなくてはならないものとなっ

ております。また、役割の面でも、道路利用者の

休憩所としてだけでなく、地域の内外の交流を促

すとともに、地域の魅力を発信しさまざまな産業

を振興するための拠点の一つともなっています。

このため国土交通省では、道の駅の機能充実を図

るべく重点道の駅の選定を行ったところです。 

  こうした中で、本市といたしましても、新道の

駅を地域振興の拠点として多くの方に活用して

いただくためには、米沢の道の駅ならではの特色

を出していく必要があると考えております。農畜

産物はもちろんのこと、取り扱う商品や提供する

食などは、本地域の歴史、文化、産業、自然など

を踏まえ、地場のものにこだわって地域の魅力を

最大限に引き出し、アピールできるものにしてい

く必要があると考えています。 

  また、ここでしか入手できない希少性や話題性

を持った商品づくりを行うことが必要であると

考えています。 

  さらに、新道の駅は山形県の南の玄関口にある

ことから、置賜地方、山形県全体の案内窓口ゲー

トウェイとしての機能を充実させることを検討

しております。 

  これまでの道の駅は、どちらかといえば、通行

するお客様を迎えることが主となっておりまし

たが、新道の駅では、道の駅に呼び込み、さらに

米沢のまちや置賜各地への誘導を図るなど、新し

い形の道の駅にしていきたいと考えています。 

  道の駅は地域の農畜産物の直売機能のほか特産

品等を紹介し販売する機能を有しますので、農畜

産物の生産者や商業者、観光業者など多くの方々

にかかわっていただくこととなります。また、こ

うした道の駅の運営に直接関係する事業者のみ

ならず、広く地域全体へ波及効果が及ぶような体

制を構築していきたいと考えております。 

  観光面では、さきにも述べましたように、道の

駅に人を呼び込み、さらに地域への誘導を促す機

能を構築していきたいと考えております。一例と

して、米沢八湯会や市内の観光施設と連携した周

遊プランなどを提案していきたいと考えていま

す。また、道の駅の装飾やディスプレイ等に米沢

織や有機ＥＬ照明器具を使用して地場産業のＰ

Ｒを図るとともに、米織の工場見学やオフィス・

アルカディアに山形大学が現在整備中でありま

すスマートハウスの見学ツアーなど、いろいろと

考えることができると思います。 

  道の駅から市内への誘導策につきましては、市

内や置賜地域のイベント、飲食店の情報などを伝

える情報端末や掲示板の設置のほか、各店舗や施

設のアピールポイントをまとめた情報カードの

作成、道の駅を起点とする観光周遊コースの提案、

道の駅をアンテナショップとして本店での購入

にもつながっていくような工夫等、さまざまな検

討をしております。 

  いずれにいたしましても、これまでは一般に道
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の駅は都市と都市の間に位置して、中山間地や農

村における産業振興施設となっているケースが

多い中で、本市の新道の駅は、高速道路のインタ

ーチェンジに直結し、なおかつ市街地に近接して

いるという利点があります。 

  そうした中で米沢らしいおもてなしのあり方を

この道の駅で生み出しながら、本格的な米沢の観

光に人を誘導していく仕組みづくりを十分に検

討していきたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

  〔山口昇一産業部長登壇〕 

○山口昇一産業部長 私からは、森林資源の有効活

用についてお答えをしたいというふうに思いま

す。 

  まず初めに、本市の森林資源の使用実態につい

てでありますが、米沢市の森林面積は約４万

2,000ヘクタールで総面積の約77％を占めており、

そのうち国有林を除いた民有林は３万2,000ヘク

タール、蓄積についても529万立方メートルと、

県内の市町村の中でともに２番目の森林資源を

有しております。 

  その使用実態につきましては、全てを把握する

ことはできないわけでありますが、平成26年度の

本市民有林の伐採面積は民有林全体の0.5％に当

たる176ヘクタールで、ここ数年の状況では横ば

いの状態となっております。そのうち、米沢地方

森林組合の平成26年度の生産販売数量は約2,400

立方メートルとなっております。 

  次に、本市の有効活用できる森林資源の成長量

についてお答えをいたします。 

  森林の体積量を示す蓄積１年ごとの差がいわゆ

る成長量になるわけでありますが、これについて

も公表されているデータがありませんので県の

林業統計から推計をいたしますと、本市民有林の

年間の成長量はおよそ10万立方メートルとなっ

ており、ここ10年で約２割程度、森林資源、いわ

ゆる蓄積量がふえている状況になっております。

年間の成長量10万立方メートルのうち、平成26年

度に米沢地方森林組合で販売をした2,400立方メ

ートルとその他素材生産業者さんの取り扱い分

を考慮しても、１割にも満たない利用状況である

というふうに判断できます。 

  次に、豊かな森林資源を生かした産業の育成に

ついてであります。 

  戦後造林されました人工林が資源として利用可

能な時期を迎えていることから、本市では、市が

率先して地元の木材を地元で利用する「木の地産

地消」を推奨しております。地産木材を使用して

住宅を新築または増改築した場合に補助をする

地産木材使用住宅建築奨励事業や、市有林の間伐

材を木質バイオマスエネルギーであるペレット

燃料に加工し、市の管理施設で使用しております。 

  木を伐採する場合には、良質材から根元など利

用価値のない低質材までさまざまな品質の部材

が出てまいります。Ａ材と言われる建築用材、Ｂ

材は集成材や合板、Ｃ材は製紙用のチップや木質

ボード、Ｄ材は搬出されない根元や枝などの林地

残材をいいますが、ＡＢ材を使用する公共建築物

の木造化・木質化とＣＤ材を木質バイオマスとし

て利用することが、森林資源を生かした産業の育

成につながるものと考えております。 

  公共建築物の木造化や内装木質化、そして木質

バイオマスをエネルギーとして利用するために

必要な施設については、国の森林整備加速化林業

再生対策事業の補正予算や森林・林業再生基盤づ

くり交付金の活用が可能であり、また県において

も、間伐等に伴い発生する低質材を搬出する場合、

森林資源循環利用促進事業として支援策が講じ

られております。 

  これらの支援策を活用し本市の木材資源を有効

に活用することができれば、中山間地域における

雇用も生まれ、林業の再生を通じた森林の適正な

整備、森林の持つ多面的機能の発揮や中山間地域

の活性化に結びつくものと考えられることから、

今後も公共建築物における木材利用の促進と木
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質バイオマスとしての利用について検討し、推進

してまいりたいというふうに考えております。 

  次に、木質バイオマス発電の可能性についての

御質問であります。 

  議員御指摘のとおり、木質バイオマス利用のメ

リットは、地球温暖化防止、資源の再利用という

環境面だけにとどまらず、おっしゃられています

とおり、木材の伐採から運搬など多くの雇用を生

み出す可能性がございます。今まで丸太の収集・

運搬コストがかかるために林内に放置をされて

いた未利用材が燃料として価値を持つことで山

林所有者にも収益として還元されることで、森林

の整備にもつながり、厳しい環境が続く林業や木

材産業、引いては中山間地域の活性化も期待する

ことができ、地域経済の発展に貢献できるものと

考えられます。 

  再生可能エネルギー固定価格買取制度も開始さ

れ、全国各地で木質バイオマス発電所が建設をさ

れてきておりますが、例えばということで御指摘

をいただきました5,000キロワット級の規模にな

りますと、建設費が30億円を超えるというふうな

ことが想定されることから、本市が独自で建設を

するということは現実的ではありませんが、県内

においても国の支援を受けながら木質バイオマ

ス発電所のチップ工場等が建設されたというふ

うな事例がございますので、木質バイオマス発電

を行う企業を誘致できないか等検討していきた

いというふうに考えております。 

  それから、次に、市有林の将来像についてであ

ります。 

  林齢的には一部伐期を迎えている林分もありま

すが、ほとんどが50年生以下となっております。

地区によっては林齢によらず成長が余りよくな

い箇所もあるため、現況調査を行いながら間伐等

の整備を実施し、地域のコミュニティセンター等

の公共建築物の建築の際には市有林の立木が利

用できないかどうか検討してまいりたいという

ふうに考えております。 

  なお、本市には御指摘のとおり8,000ヘクタール

の人工林がありますので、伐期を迎えた民有林の

活用についてもあわせて検討していく必要があ

るものというふうに考えております。 

  次に、公共建築物木材利用促進法の積極的な活

用についてであります。 

  本市においても、この法律に基づき平成25年３

月に米沢市公共建築物における木材の利用促進

に関する基本方針を策定し、コミュニティセンタ

ーを初めとする今後の公共建築物の改築や新築

の際は可能な限り地産木材の利用を促進してい

くことを申し合わせており、現在も新文化複合施

設や第四中学校に可能な限り使用しております。 

  今後、建設を計画しております新道の駅、それ

から市立病院の建てかえ事業においても、導入等

について、可能なものについてはできるだけ使用

していきたいというふうに考えております。 

  私からは以上であります。 

○海老名 悟議長 宍戸建設部長。 

  〔宍戸義宣建設部長登壇〕 

○宍戸義宣建設部長 私からは、２の雪対策の強化

についてお答えいたします。 

  最初に、今冬の雪の教訓でありますが、今冬は

12月上旬からまとまった降雪があり、降雪状況に

おいては、気温の高い時期での降雪のため湿気を

多く含んだ雪質であり、積雪量に比べ重い雪であ

ったため、本市においては雪おろし等の雪処理に

かかわる人的事故、倒木による事故、公共施設等

の被害が多数発生しております。 

  本市では１月８日に豪雪対策連絡会議を開催、

２月２日には豪雪対策本部を設置し、道路交通網

の確保、除排雪の支援拡大を図り対応したほか、

市の広報、ホームページに事故防止の呼びかけを

行いました。また、各コミュニティセンターで作

成配布しているコミセン便りによる住民への注

意喚起の広報活動、消防団による広報活動等を行

ったところであります。 

  しかしながら、例年より早いまとまった降雪と
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重い雪質という状況でありまして、今冬のような

雪による被害を防ぐためには、降雪前の時期から、

雪おろし等の事故防止の注意喚起活動について

も、雪おろしの作業時期にかかわらず早目早目の

取り組みが有効であると思ったところです。また、

市有地や管理地におけるパトロールの強化や危

険箇所の早目の除去などに取り組む必要性を感

じたところであります。 

  道路除排雪の反省点といたしましては、例年よ

り早い時期からのまとまった降雪量により排雪

作業が12月下旬から始まりましたので、雪捨て場

へ向かう道路の幅員の確保におくれが生じ、効率

的な排雪作業ができなかった場合が挙げられま

す。大雪のため、シーズン後半は、高齢者等世帯

宅前の雪押し軽減の作業が、軽減した雪を押す場

所がなくなり、その効果を十分発揮できなかった

ことが挙げられます。 

  これらの教訓や反省を踏まえ、来季の雪対策に

取り組んでまいりたいと考えております。 

  次に、流雪溝や融雪装置、融雪機能等の整備に

ついてでありますが、本市は特別豪雪地帯であり、

冬期間における交通の確保は、市民生活、防災及

び産業経済活動をする上でその強化が必要不可

欠なものとなっております。そのため、雪対策と

して流雪溝や融雪装置の整備は大変有効な施設

であると認識しており、現在の米沢市まちづくり

総合計画の中でも、流雪溝整備事業の予算を確保

し、現施設の未整備区間及び老朽化した水路の整

備に取り組んでおるところであります。 

  流雪溝の整備に当たりましては、豊富な水量が

得られること、雪を流すのに必要な勾配があるこ

と及び流末処理ができる河川があることなどの

地形的条件が必要となっております。 

  特に、本市は各河川の上流部に位置するため豊

富な水量を得ることが困難であることから、水路

等の現有施設の改善を図り、少しでも流雪溝の機

能が発揮できるように、現在、各地域から提出が

ありました整備要望箇所や老朽化した水路の整

備を今後も引き続き計画的に整備していきたい

と考えております。 

  融雪装置や融雪機能等の施設の整備についてで

ありますが、融雪施設となりますと、散水消雪、

無散水消雪、電熱融雪施設等がございますが、地

盤沈下の問題や建設費や維持管理費を考慮しま

して、今後調査研究を行い、まずは流雪溝の活用

を図ってまいりたいと考えております。 

  次に、間口除雪制度の導入についてであります

が、北海道の美唄市の間口除雪制度、本市で取り

組んでいるのが雪押し軽減の制度。美唄市の間口

除雪を実施した場合の課題として考えられるこ

とについては、１つに、早朝３時から７時までの

限られた時間内に現在除雪作業を行っているた

め、道路除雪と間口除雪を併用して実施すること

は現実的に可能かどうかや、間口除雪の新たな除

雪機械やオペレーターが確保できるか、また雪を

押すスペースが確保できるかなど、さまざま課題

が考えられます。 

  高齢者や体の不自由な方の世帯を対象に押し雪

軽減制度をとっておりますので、引き続きこの制

度を続けてまいりたいというふうに思っており

ますので、美唄市の制度については、もう少しほ

かの都市の事例などを参考に、関係課と連携を図

りながら研究をし、検討してまいりたいと思いま

す。 

  次に、市道除雪の単価についてですが、除排雪

業務委託においての除雪単価は、現在、早朝除雪

及び日中のざけとりにつきましては距離単価方

式を採用し、歩道除雪や排雪、交差点の雪処理に

ついては時間単価方式を採用し、両方共通で採用

しております。 

  このように、除雪単価については、作業の条件

により距離方式がいいのか時間方式がいいのか

考慮しながら単価を採用しておりますことから、

御理解をお願いいたします。 

  私からは以上でございます。 

○海老名 悟議長 我妻德雄議員。 



- 104 - 

○２４番（我妻德雄議員） それでは、順次再質問

させていただきます。 

  最初に、豊かな森林資源を生かした産業の育成

に関してですけれども、数量をお聞きしました。

成長量の１割に満たない分しか実質は使われて

いないよというお話だったというふうに思いま

す。非常に森林に囲まれたところで１割しか使っ

ていないというのは非常にもったいないという

ふうにみんな思うと思うのです。今、木材という

のは、昔からそうですけれども、切って、再萌芽

といいますけれども、切って萌芽更新を繰り返す

わけですよね、何十年スパンぐらいで。広葉樹を

切って、そしてしばらくずっと30年後に一回りし

てくる間に木がいつの間にか大きくなっていて、

その使用がまた木材が使われているという究極

のエコ資源だというふうに言われています。それ

をほんのちょっと前、燃料革命、石油が導入され

る前まで私たちはそれをずっと私たちの先人は

使ってきたわけです。そのシステムが今壊れてき

ていてなかなか木材の利用がうまくできていな

いと。その結果、里山といいますか、山と里の境

がなくなって、鳥獣被害であったり、いろいろな

ことが複合的な弊害がいっぱい出てきていると

いうような状況になっている。これは皆さん御存

じのとおりだというふうに思います。 

  ですから、この木材は、環境問題だけでなくて

産業問題でなくて、いろいろなことが関係してく

る山と里の境をきちんとつくるという意味から

も、何としても産業の育成を進めていく。その必

要があるというふうに思うのです。先ほど部長の

答弁ですと、確かに私は壇上で大規模なバイオマ

ス発電と言いましたけれども、30億円かかるバイ

オマス発電でも何年かすれば元は取れるなとい

うふうに試算はあるようですが、初期投資が多い

というようなことも考えて、小規模なバイオマス、

あるいはバイオマスボイラーでもいいのですが、

いろいろなことを併用して少しずつつくって、結

果として米沢市の燃料を徐々にバイオマスに転

向していくということが可能なのではないのか

なというふうに思うのです。一度にやってしまう

とそれは大変なのかもしれませんけれども、徐々

に、小規模なところでもいいから、学校施設だと

か、あるいは集落がまとまっているようなところ

に試験的に導入して進めていく。そんなことを行

政主導でやってみるという価値は十分あると思

うのですけれども、いかがに考えていますか。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 御指摘のように、一挙に何で

もかんでも整備するというのは、なかなかこれ取

っつきにくい難しい問題ではあるわけでありま

す。ただ一方、先ほど壇上からも答弁させていた

だきましたが、最近時、電力供給源として民間企

業がバイオマス発電所の建設についてさまざま

動きが活発になってきているという背景がござ

いますので、企業誘致の可能性については一定程

度頑張らせていただく必要があろうかなという

ふうに思います。 

  ただ、御指摘のように、行政主導でといいます

か公共が先頭に立ってという話になりますと、や

はり公共施設へのバイオマスボイラーの導入で

ありますとかそういった面で、ペレットストーブ

の導入でありますとかそういう部分は、可能なと

ころから計画的に少しずつ広げていくというこ

とは一つの方法論として大事なものだなという

ふうに理解をさせていただきます。 

○海老名 悟議長 我妻德雄議員。 

○２４番（我妻德雄議員） ぜひそんなことでバイ

オマスの可能性についていろいろ進めていただ

ければなというふうに思います。 

  同時に、バイオマスの可能性だけでなくて、森

自体の可能性をどういうふうに見出していくか

ということだというふうに思います。例えばまき

ステーションですとかいろいろなことが県内で

も出てきていて、それで雇用を生み出したり燃料

の価値を生み出したりしているようなところも

多く出てきています。まきの活用などについて、
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あるいはほだ木の活用などについても、いろいろ

とこれから産業という面で積極的に行政が主導

してやっていける部分だというふうに思います。

実際にそういうふうにやりたいというところも

出てきているようですから、そういった補助メニ

ューなどについてももっともっとアンテナを高

くしていただくといっぱい出てくるような気が

します。木材の利用価値、国も県も。きょう申し

上げませんけれども、ぜひそんなようなことで取

り組んでいただければなというふうに考えます。

この点については要望にしておきます。 

  そして、あともう１点、市有林の将来像の部分

ですけれども、確かに一部伐期を迎えてきている

部分があるのですが、これから部長答弁されたよ

うに徐々に迎えてくるわけです。計画をきちんと

出して、同時に、計画を出して、せっかくの木材

ですから使い方を考えなければならないわけで

す。使うときには搬出してこなければならない。

計画を出せということ、イコール、林道の搬出路

の整備なども計画的にやっていって、いつでも50

年後にはきちんと、20年後にはきちんと搬出して

使えるよと。間伐材も使うわけですから、搬出路

の整備なども計画の中に進めながら、森林計画に

は入っているようですけれども、実際なかなか進

んでいない状況もありますから、そういうことを

今から準備をするということが大事なような気

がしますけれども、その点はどのように議論を進

めていくつもりでしょうか。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 公共施設の新築、増改築につ

いては、これから進められる公共施設の総合管理

計画の中で順番づけも見えてくると思いますの

で、それに沿った形で可能性を検討していくこと

が必要だろうというふうに思います。 

  それと、伐期を迎えている市有林、何年後にど

の山の立木が活用できるのかというふうな部分

についても調査をしながら、おっしゃられたよう

な搬出林道関係の整備についても、その可能性と

いいますか、その準備の部分をどうすべきかとい

うことはこれは検討していく必要があるという

ふうに考えております。 

○海老名 悟議長 我妻德雄議員。 

○２４番（我妻德雄議員） 山は一概に言ってだめ

なのかもしれませんけれども、１割しか使ってい

ないというような状況だとすると、非常にもった

いないというふうに思うのです。だから、もっと

もっと私たちは勉強して本当に使い方をきちん

とすればもっともっと産業になるし、経済の効果

も生まれてくると思うので、まずはやはりシンボ

ル的な建物、米沢の木材を使った建物ですよとい

うものをどんどんつくっていく。確かに三沢西部

小学校にも内装にもいっぱい使っていただきま

した。けれども、言われないとわからないのね、

ここに使っているよと。あちこち使っていただい

て、四中にも使っていただいたというふうにお聞

きをしていますけれども、地元産木材を使ったよ

という話をされればわかるのですが、こうやって

中に入ってみないと、どこで使ったのよというの

はなかなかわからないわけです。 

  そこで、近くで言いますと、川西町の東沢活性

化センターというのを御存じだと思うのですけ

れども、地元産木材、県の補助とか国の補助とか

いっぱい入れてつくった簡単に言うと東沢地区

のコミュニティセンターのようなものですよね。

外から見たら一目でわかるんです。木造建築物で

格好いい建物だなと。視察なんかもよく来るんだ

と。かなり訪れてくるようです。東沢については。

白鷹町にもそういう施設があって、白鷹交流セン

ターと。ちょっとこれは白壁づくりなので木造か

というのはわかりにくいかもしれませんけれど

も、ここにも結構視察が来ると。県のモデル事業

で進められた事業ですからそんなふうになって

いますけれども、米沢市も、市長、前から言って

いるんだけれども、シンボル的なとか、ぜひとも

そういう建物を建てて米沢材をアピールしたら

いいのではないか。１割も使われていないんだと、
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何とかもっともっと使ってけろという意味では、

公共施設にシンボルみたいなそういうのを建て

なければ私はだめだと思うんです。そして米沢材

をどんどんアピールすると。そういうのが必要だ

と思うんですが、その点、できれば市長にお答え

いただきたいと思いますが、いかがですか。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 まず、今建設中の新文化複合施

設外壁、田沢のちょっと奥に入ったところの田沢

の山の木ですので、それは外側から杉の木で全部

外壁は覆われますので、工事が進んで外側の覆い

が取れると、シンボリック出てくるというふうに

思います。そして、そういうようなものをふやし

ていくそういう努力はしていきたいというふう

に思っています。 

  大分前にもお話をしましたが、上郷小学校を建

設するときに、三川町の東郷小学校を見に行きま

した。全くの木造、外壁も木造ですばらしかった

ので、学校建築をそういうふうにしたいと思った

のですが、上郷小学校の期成同盟会の方々とか見

に行ってもらったときに、やはりコンクリートが

いいと。あの時期はそうだったのですが、だんだ

んそうでなくてやはり外側も木材でというよう

な啓発運動というか、よくわかってもらえるよう

な努力もしていきたいと思います。 

○海老名 悟議長 我妻德雄議員。 

○２４番（我妻德雄議員） あのときも話したんで

すが、私も行ってきました。すごくいい建物で、

曲がり材を使いながら柱をつくっていて、ああい

うのができればいいかなというふうにかなり思

っています。ぜひよろしくお願いします。 

  次に、除雪の話に入っていきます。 

  除雪関係ですけれども、具体的にいろいろと早

目のパトロールですか、今冬の教訓についてはお

話をいただきました。まず大変だったというふう

に私も認識しています。一晩にあんなに降るもん

だものと。 

  １番の間口除雪の話から入りますけれども、併

用してできるのかと、機械の確保ができるのかと

いうような御心配をされているようですけれど

も、やり方はいろいろあると思うのです。毎回言

うのですけれども、何でかんで業者さんにお願い

しなければいけないわけでなくて、例えば地区だ

とか町内会に発注をしてやる方法だとか、頭を使

ってやるということが大事なような気がするん

です。大型の除雪機械が行った後に、例えば町内

会の誰々さんに発注して、隣近所の５軒のうち除

雪機械で飛ばしてけろよと。そうすることで間口

除雪というのができるとかそんな発想を持って

いろいろ取り組んだらどうなんだべな。お金をか

けるというあれでなくて、いろいろな発想を持ち

ながら、協働と公助を組み合わせたそんなことを

取り組んでいけば、この間口除雪制度なんかもや

れるような気がしますけれども、いかがなもので

すか。 

○海老名 悟議長 宍戸建設部長。 

○宍戸義宣建設部長 美唄市の例については、市域

全域を対象として、そして国道及び県道に面して

いるという、ですから市道はいないというような

ことでした。ですので、もっともう少しほかの都

市の例などももう少し情報を仕入れまして、そし

て協働というのがやはり雪対策には必ず必要な

ものでありますので、それも踏まえながら検討し

てまいります。 

○海老名 悟議長 我妻德雄議員。 

○２４番（我妻德雄議員） 年を重ねてくればくる

ほど住みなれたところに住んでいたいんだね。け

れども、年を重ねてくると、除雪が大変なんです

よ。そして、ましてやことしみたいな大雪の年に

雪を片づけるのは大変だと。そうやったら何とか

ならないべがと。じゃあ市内とかどこか遠くに、

息子来いって言っているから、行くか。何かそう

いうのってかわいそうだというか、制度としてや

れないのかなと。それで調べたんです、私。どん

な方法があるかなと。年とってくると、この冬さ

え乗り切ればまた德雄よと。５月からゼンマイと
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って、ワラビとって、俺は住んでいたいんだと言

うんだけれども、この雪で大変だという家が何軒

かありました。そして田沢から離れた家もありま

した。非常に悔しいです。雪の３カ月だけ何とか

なればいいよと、そのために知恵を出してほしい

と私は言っているんです。ここで知恵を出さない

と。ほかのところではないんです。米沢市が率先

してやれることというのはないだろうか。そうい

うことだと思うんですよ。優しい除雪というのは。 

  市長、ぜひそれを、今ここで「ほいきた」とな

るというふうにはならないというのは私もわか

りますけれども、ぜひそれを教訓に、だから過疎

対策にもなるし人口減の対策にもなると。やれる

ところからやってみたらいいじゃないですか。い

ろいろな実証実験だとか協働で草刈りもやって

いるところもあると。米沢市が委託して。じゃあ

除雪だってできるんだべと。それを研究してみて、

少しずつやる方向を考えたらどうだべな。どうで

すか。 

○海老名 悟議長 宍戸建設部長。 

○宍戸義宣建設部長 過去に行った市民満足度調査

等においても、本市の施策について満足度が低か

ったり、そして重要度が高いという結果もありま

した。そういう点も含め、十分考えまして、雪対

策については今後ともその充実に努めてまいり

たいというふうに認識しております。 

○海老名 悟議長 我妻德雄議員。 

○２４番（我妻德雄議員） よろしくお願いします。 

  あと、ちょっと戻りますけれども、流雪溝や融

雪装置、融雪機械等の計画的な整備ということで、

私、これは極端な言い方かもしれませんけれども、

除雪費にずっとここ何年か10億円を超す額がか

かってきていると。そして、その中で、少しずつ

でもいいからいろいろな整備事業に、お金は後で

除雪費を削って、削るという言い方は適切でない、

減らすような努力をやってはどうでしょうかと、

それを計画的に進めてはどうですかという提案

なんです。毎年10億円かかっているところを１億

円流雪溝の整備にかかって、その分除雪の例えば

排雪量が減っていくようにしようとか、そういっ

た計画をきちんとつくって進めたらどうですか

というふうな提案です。いかがなものですか。 

○海老名 悟議長 宍戸建設部長。 

○宍戸義宣建設部長 おっしゃられたとおりだと思

います。流雪溝については大変効果があるものだ

と本当に認識しておりますし、通りが狭くても、

雪を市民の方が道路のほうで除雪機が押したも

のを全てそちらのほうに、舘山街道なんかを見ま

すととてもきれいになっているということで、排

雪作業の経費関係についても大いに効果がある

ものだというふうに思っています。 

  しかしながら、先ほども申し上げましたが、流

雪溝の整備にはさまざまな地形的条件があると

いうことがあります。そして、何よりも、もとも

との水について水利権というさまざまな制約が

ありますが、流雪溝の整備推進、そういった必要

な水利権については国も県のほうも相談に乗る

というふうなことでございますので、県、国と相

談をしながら、その水利権関係についてさまざま

調整をして流雪溝関係の計画が進むように頑張

っていきたいというふうに思っています。 

○海老名 悟議長 我妻德雄議員。 

○２４番（我妻德雄議員） すぐにできないという

ふうなことはわかっているんです。その水利権、

水利権がどうのこうのとか、いろいろな最上川の

最源流ですからいろいろなことも含めて難しい

と。だから、それをさっきから言っているように

きちんと計画立てることが大事だと思うんです。

すぐできない部分がある。けれども、流雪溝の整

備はこういうふうにして、それで水はここだと取

水ができる。そして全部を捨てる再利用というん

ですか、雪だけ捨ててまた水だけとるとかそうい

うことも可能だというふうに思いますので、いろ

いろな水を捨てることだけでなくて、再利用も含

めてどういうふうにするんだという研究をして

その計画を進めていく。来年すぐ流雪溝をつくっ
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てとかでなくて、何年間もかけながら計画的にき

ちんとすると。だって、流雪溝だもの、ずっとそ

の水を使ったら得なんだべした、短期でなくて。

そういうことをきちんとあとは計画立ててして

ほしいなというふうに思いますので、ぜひ計画を

つくってください、まず。そのことをお願いした

いというふうに思います。ぜひこのことについて

も要望しておきます。 

  市道除雪の単価についてですが、排雪と降雪の

除雪の単価の違いについてはわかりました。わか

っています。一番問題にしているのは、中山間地

と市内の雪の量が全然違うわけだ。一晩にしこた

ま降るところと降らないところで、除雪機械も倍

もあるような除雪機械でないと追いつかないと

いう話で、大きい建設機械持ってきて、馬力もあ

るそういうのが山沿いの除雪機械ですよ。市内と

違って。そういう中で単価がまるっきり同じで、

なかなか除雪時間も多くかかるし、除雪業者の人

も参ったと、かなり大変だというふうなことで、

均等的に考えていくと、やはり市内で30センチし

か降らないのに中山間地に行ったときに50セン

チもあって、そんなときもメーター同じ値段だと

すると非常に御苦労されていると。そういうこと

を何とかならないべがなというふうな話なんで

すけれども、その点どう考えますか。 

○海老名 悟議長 宍戸建設部長。 

○宍戸義宣建設部長 中山間地、大変だと思います。

雪の量も多いというのは承知しております。ただ、

市街地になりますと、道幅の問題ですとか構造物

の問題とか、さまざま中山間地にはない問題もあ

るというのが事実であります。１時間当たり重機

械がどれだけ、１時間当たりに何キロできるのか

というそういう標準なもので単価を定めており

ますが、議員おっしゃるとおりにもう少し精査を

していきたいと思います。 

○海老名 悟議長 以上で24番我妻德雄議員の一般

質問を終了いたします。 

 

 

 

  散    会 

 

○海老名 悟議長 以上をもちまして本日の日程は

終了いたしました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

  御苦労さまでした。 

 

  午後 ４時２０分 散  会 

 

 


